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令和２年第１回大分県議会定例会

予算特別委員会会議記録（第３号）

─────────────────────
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三浦副委員長 ただいまから、本日の委員会を

開きます。

─────→…←─────

企画振興部関係

三浦副委員長 それでは、この際、付託された

予算議案を一括議題とし、これより企画振興部

関係予算の審査に入ります。

執行部に申し上げます。

説明は主要な事業及び新規事業に限り、簡潔

かつ明瞭にお願いします。

それでは、企画振興部関係予算について説明

を求めます。

中島企画振興部長 予算の説明の前に、一言お

断りを申し上げます。

本日の委員会、おおいた創生推進課の中山課

長が欠席をしています。代わりに磯田審議監が

答弁しますので、どうぞよろしくお願いします。

それでは、企画振興部の当初予算案について、

お手元の令和２年度企画振興部予算概要により

御説明します。

まず、１ページをお開きください。予算のポ

イントとして、九つの政策を柱として取り組む

こととしています。

まず、安心の分野です。１多様な主体による

地域社会の再構築では、住み慣れた地域に住み

続けたいという住民の希望をかなえるため、集

落機能を広域で補い合うネットワーク・コミュ

ニティの構築を進めるとともに、関係人口の拡

大にも取り組みます。

２移住・定住の促進では、令和７年の人口の

社会増減均衡に向け、令和２年度の本県への移

住者年間１，４００人を目標に、ターゲット別

の取組強化と、様々な関係者と連携した取組を

進めます。

次に、活力の分野です。３海外戦略の推進で

は、上海、香港、台湾、タイにおいて効果的な

ＰＲを継続していくとともに、県内大学と連携

して国内外にある留学生ＯＢネットワークの活

用を図ります。

４大分県ブランド力の向上では、従来の広報

手段に加え、デジタルマーケティングの手法を

積極的に活用することで、県政情報を知りたい

人に伝わる広報及び県として知らせたいことが

伝わる広報をさらに推進します。

５いきいきと、多様な働き方ができる環境づ

くりでは、企業等が必要とする外国人材に選ん

でもらえる県になることを目指し、外国人の受

入環境を整備します。

６活力みなぎる地域づくりの推進では、地域

資源を活用した仕事の場づくりや、東京２０２

０オリンピック・パラリンピック等の機会を捉

えて海外からの観光客を呼び込み、新たな活力

を生み出す地域の取組を支援します。

次に、発展の分野です。７芸術文化による創

造県おおいたの推進では、県内各地の芸術文化

資源に磨きをかけ、住民が誇りと愛着を持ち、

県内外から人を呼び込める魅力的な地域づくり

を促進します。

８スポーツの振興では、東京２０２０オリン

ピック聖火リレー、パラリンピック聖火フェス

ティバルを実施するほか、事前キャンプの受入

れやスポーツに親しむ環境づくりを進めること

で地域活性化を図ります。

最後に、９「まち・ひと・しごと」を支える

交通ネットワークの充実では、九州の東の玄関

口として、フェリー、航空機など、県内各地と

県外とを結ぶ交通機関の結節機能を強化し、広

域交通ネットワークの充実に取り組むとともに、

路線バス等の地域公共交通の維持・確保を図り

ます。

２ページに、ただいま御説明した各政策につ

いて、県政推進指針に基づく事業体系を記載し

ているので、御覧ください。

続いて、３ページを御覧ください。

（１）一般会計の左側、企画振興部①の計の

欄に記載しているように、当部の令和２年度当

初予算額の総額は６９億７，１４２万２千円で

す。

その行の右端の前年度対比の欄ですが、令和

元年度７月現計予算額と比べ１２億８，８６５

万円の減、率にして１５．６％の減となってい

ます。これは、ラグビーワールドカップ開催事

業費約１９億円の減や、国勢調査の実施に伴う

委託統計費約３．７億円の増などが大きな変動
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要素です。

それでは、今回の予算に係る主な事業につい

て、個別に説明します。

まず、１１ページをお開きください。事業名

欄の一番下、ふるさと大分ＵＩＪターン推進事

業費１億３，５５６万８千円です。この事業は、

令和７年の人口の社会増減均衡に向け、市町村

と一体となった移住・定住促進の取組を実施す

るものです。

東京に移住コンシェルジュ、東京、大阪、福

岡、そして県庁内に移住サポーターを配置して、

毎月、各都市圏で移住相談会等を開催するなど、

移住希望者の掘り起こしに努めています。こう

した取組により、平成３０年度の移住者数は過

去最多の１，１２８名となりました。令和元年

度２月末時点では８４３名で、これは前年度並

みのペースです。

令和２年度は、これまで首都圏で募集をかけ

てきた非正規雇用者向け移住ツアーを関西及び

福岡でも実施し、若者向けの取組の拡充を図り

ます。

また、これらの取組に加え、移住支援を行う

民間団体、先輩移住者のネットワーク、移住者

の受入企業や地域づくり団体等と連携し、移住

者及び移住支援者等の交流会を開催するなど、

県民あげての移住促進を図ります。

続いて、１４ページをお開きください。事業

名欄の一番下、都市圏女性移住促進事業費１，

３３５万７千円です。この事業は、福岡在住の

女性を主なターゲットとして、大分県での暮ら

しの魅力を発信し、移住の促進を図るものです。

具体的には、福岡市中心部に設置する交流拠

点ｄｏｔ．（ドット）を活用し、ライフスタイ

ル転換を志向する女性向けに、結婚や起業をテ

ーマとしたセミナーを行うとともに、大分を体

感するツアーを実施します。

また、先輩移住者を招き、大分での暮らしの

魅力をテーマとした座談会等を実施し、本音で

語り合える交流の場を提供します。

あわせて、発行部数の多い女性誌などへ移住

に関する記事を掲載し、大分の魅力を発信しま

す。

こうした都市圏の女性の課題やニーズに対応

した取組により、移住者数の増加につなげたい

と考えています。

続いて、１７ページをお開きください。事業

名欄の上から２番目、公立大学法人県立芸術文

化短期大学整備事業費６億７，３０５万１千円

です。この事業は、平成２７年５月に策定した

キャンパス整備基本構想に基づき、施設の老朽

化や、学生総数の増加に伴う狭隘化に対応する

とともに、機能的で魅力的な施設を整備するも

のです。学生にとって使いやすく魅力的な大学

に生まれ変わることで、芸術文化の進展や地域

社会の発展に寄与できる人間性豊かな人材の育

成が促進されることが期待されます。

令和２年度は、事務棟、工房、体育館等を長

寿命化するための改修や、彫塑棟──彫刻の関

係ですけれども、この彫塑棟に交流ギャラリー

の機能を持たせる改修工事等を行います。また、

建物以外でも、外灯の新設や車両の進入路の整

備などを行う予定です。

なお、今年度実施した音楽棟改修工事、美術

棟増築工事は、予定どおり令和２年２月までに

完成しました。音楽棟は既に使用を開始してお

り、増築した美術棟は令和２年４月からの授業

開始に向け、備品の移設作業などを行っている

ところです。

平成２７年度から始まった本事業は、当初の

計画どおり令和２年度をもって終了する予定で

す。終了に向け、安全かつ着実に事業を推進し

ていきます。

続いて、３３ページをお開きください。事業

名欄の一番上、スポーツによる大分魅力創生事

業費８，５８７万４千円です。この事業は、ス

ポーツ大会や大学・社会人等のスポーツ合宿の

誘致と、若者に人気のアーバンスポーツの普及

・振興により、スポーツを通じて大分の魅力を

高め、地域の活性化を図るものです。

具体的には、県、市町村、競技団体等から成

るスポーツコミッションを設置し、スポーツ合

宿の相談、マッチング、誘致活動をワンストッ

プで行います。また、大分スポーツ公園の新た

な活用とにぎわいづくりのため、同公園でのイ
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ベント開催に合わせて、若者に人気のオリンピ

ック競技である３×３（スリー・エックス・ス

リー）バスケットボール、スケートボード、自

転車競技のＢＭＸの体験会やトップアスリート

によるデモンストレーション等を行います。

この事業により、官民が一体となってスポー

ツ合宿等の誘致を効果的に行うことができるた

め、交流人口が拡大し、地域の活性化が図られ

るものと考えています。また、若者に人気のス

ポーツをほかに先駆けて普及・振興することで、

若者の地域に対する誇りの醸成や定着につなが

るほか、大分スポーツ公園の魅力向上による新

たな利用者の獲得が可能になるものと考えてい

ます。

続いて、その下の聖火リレー実施事業費１億

４，９２３万５千円です。この事業は、東京２

０２０オリンピック聖火リレー、パラリンピッ

ク聖火フェスティバルを実施し、県民のスポー

ツに対する関心を高め、東京２０２０オリンピ

ック・パラリンピック開催に向けて機運の醸成

を図るものです。

具体的には、オリンピック聖火リレーでの県

内ルートの警備や、出発式、セレブレーション

──到着式の開催、また、パラリンピック聖火

フェスティバルでの採火式、集火・出立式の開

催です。

なお、オリンピック聖火リレーは、令和２年

４月２４日から２５日の２日間、県内全１８市

町村で実施されます。

日田市の豆田町、豊後大野市の原尻の滝など

各地の景勝地等を巡るほか、臼杵市では臼杵川

で古式泳法の山内流によるリレーが披露されま

す。聖火リレーを通じて、本県が誇る豊かな自

然や歴史、伝統文化などを国内外にアピールで

きるものと考えています。

パラリンピック聖火フェスティバルでは、令

和２年８月１５日から１７日の間に県内全１８

市町村、１７か所で採火式を行います。

８月１７日には、別府市の太陽の家で、県内

で採火した火を一つに集めて東京都へ送り出す

集火・出立式を行います。

現在、聖火リレーの実施については、組織委

員会からは、ランナーや観客に新型コロナウイ

ルス感染症が広がらないよう適切かつ必要な対

応を行うとしており、県としても、県内の状況

を見極めながら対応したいと考えています。

続いて、３９ページをお開きください。ラグ

ビー国際試合開催支援事業費１億３，３９０万

１千円です。この事業は、ラグビーワールドカ

ップのレガシーとして、ラグビーの魅力と感動

の共有、普及・競技人口の拡大を図るため、令

和２年７月４日に予定されているラグビー日本

代表対イングランド代表戦の開催を支援するも

のです。

試合当日は多くの観戦客の来場が見込まれる

ことから、交通輸送計画を策定し、シャトルバ

スの運行や交通規制の実施などにより、観戦客

の円滑な輸送に努めます。

また、国際基準に沿ったピッチサイズへの拡

張や観客席の増設などの会場整備を行います。

さらに、ラグビーの魅力と感動を多くの子ど

もたちに伝え、ラグビーファンや競技人口の増

加につなげるため、県内小学生を試合に招待し

ます。

このほか、昭和電工ドーム大分の西口広場付

近でステージイベントを開催したり、飲食ブー

スを出店するなど、観戦客に大いに楽しんでも

らえるような取組を実施します。

最後に、５８ページをお開きください。事業

名欄の上から２番目、国際航空路線誘致・拡充

促進事業費１億４，６１６万円です。

この事業は、県民の利便性向上とともに、旺

盛なインバウンド需要を取り込むため、大分空

港の国際航空路線の充実を図るものです。

具体的には、今後運航再開が予定されている

ソウル線の定着と、中国、台湾、その他アジア

地域からの就航を目指し、航空会社に対する運

航経費の支援や利用促進対策を行います。

以上が企画振興部の令和２年度当初予算案に

係る主な事業です。さきほども申し上げたよう

に、ただいま御説明した事業の中には、新型コ

ロナウイルスの影響が生じてくるものもあるの

で、国や県内の状況をよく見ながら、適宜適切

かつ必要な対応をしっかりと取っていきたいと
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考えています。

三浦副委員長 以上で説明は終わりました。

この際、委員の皆さんに申し上げます。

これより質疑に入りますが、質疑は付託され

た予算議案に対する内容にとどめるとともに、

説明資料名、ページ及び事業名等を明らかにし

てください。

質疑の方法は、一人一括問答方式となってお

り、質疑は関連質疑も含め、一人５分以内、再

質疑は２回までですので、要点を簡潔にお願い

します。

執行部の皆さんに申し上げます。

答弁は挙手し、私から指名を受けた後、自席

で起立の上、マイクを使用し、簡潔明瞭に答弁

願います。

事前の通告者が１１名います。時間も限られ

ているので、円滑な進行に御協力願います。

それでは、順次指名します。

堤委員 予算概要５９ページ、交通政策課の鉄

道駅バリアフリー化推進事業費です。

これはバリアフリー化をするという関連予算

ですけれども、駅の無人化の問題等々がいまだ

に立ち消えにはなっていない状況です。現状で

ＪＲ九州との話合いはどうなっているかまずお

伺いします。

同じく予算概要５９ページの東九州新幹線推

進事業費と豊予海峡ルートについてです。

長崎新幹線、新鳥栖と武雄温泉間については

フル規格問題、また、リニア中央新幹線では静

岡工区で様々な問題が生じています。整備区間

への格上げで、機運醸成といって予算化するこ

とに県民の中には疑問視する人もいます。これ

までのシンポジウムには私も参加しましたけれ

ども、推進側の意見表明ばかりが目立ちます。

反対側も含めた、公開されたシンポジウムを開

催し、議論すべきではないでしょうか。そうす

ることによって、県民の中にも問題点がはっき

り表れてくると思いますが、いかがでしょうか。

また、豊予海峡ルートと中央構造線との関係

についてです。中央構造線の断層帯の評価では、

さきの熊本地震で大分県内にも甚大な被害が出

た平成２９年１２月、豊予海峡－湯布院間が追

加評価されました。断層帯の全容はいまだに分

かっていないのが現状ですけれども、県として、

この判断、豊予海峡ルートと中央構造線との関

係をどう考えるか、また、それに関係してどう

調査するかお伺いします。

遠藤交通政策課長 三つ質問をいただきました。

一つ目の駅のバリアフリー化については、現

在、地元市やＪＲ九州と連携して、高城駅、大

在駅、別府大学駅、佐伯駅の４駅についてエレ

ベーターの設置や階段の段差解消など、バリア

フリー化を進めているところです。

駅の無人化については、現在のところ新たな

話は聞いていませんけれども、スマートサポー

トステーションの導入等にあたっては、ＪＲ九

州に対して引き続き利用者の声に耳を傾けなが

ら、丁寧な対応を行うよう求めていきたいと思

っています。

二つ目、東九州新幹線の関係です。本年度開

催したシンポジウムにおいては、観光やビジネ

スの分野で活躍されている方々や別府大学の学

生などに参加いただき、それぞれの立場から自

由に東九州新幹線について御議論いただきまし

た。引き続き、様々な立場、年代の方々に幅広

く参加いただいて、自由闊達な議論を通じて、

県民の皆さまに東九州新幹線についての正しい

知識を持っていただいた上で実現に向けた機運

の醸成を図っていきたいと思っています。

また、並行在来線やストロー現象などの課題

についても、しっかりと周知を図っていきたい

と思います。

続いて、豊予海峡ルートについてです。豊予

海峡ルートについては、国土形成計画上、長期

的な視点で取り組むべき課題との表現にとどま

っており、現時点では中央構造線断層帯との関

係も含め、具体的な調査検討は行われていない

状況です。

一方、豊予海峡ルートの実現は、本県にとっ

て四国、関西からの誘客や物流促進につながる

ものと考えていますが、まずは、豊予海峡間の

人と物の流れを増やし、相互交流の軸を太くす

ることが重要であると考えています。

そのため、引き続きフェリー航路の充実や利
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用促進を図るとともに、対岸の自治体との地域

間交流を活発化する取組を行っていきたいと思

っています。

なお、中央構造線断層帯に関する今後の県の

調査については、また別途、担当部局から御回

答したいと思います。

堤委員 無人化の問題については、確かに以前

から県としての答弁はそのとおりなんよね。実

際には、向こうとすれば計画そのものをなくし

ているわけじゃないわけ、８駅そのものは。や

っぱりいろんな声がいまだに出てくるわけです

よ。実際乗ってみて、こういう不便があった、

こういう状況があったと。多分漏れ聞いている

と思うんだけれども、県としても積極的に、そ

ういう声を常にＪＲ九州に届けていかないかん

と思う。それを今しているのかを再度確認しま

す。

東九州新幹線については、私も何回か参加す

るんだけど、全てが推進なんよ。つまり、県は

さっき言ったとおり、実現に向けて機運醸成を

図るんだから、当然、推進側の発言が多くなる

のが当たり前なんだけれども、疑問を持ってい

る方も先生や学者の中におられると思うんよね。

そこで一歩考えて、そういう方々の意見を表明

する場も作ってあげないと、聞いている方は全

部、行け行けどんどんじゃないかと感じてしま

う。だからそういう学者も含めた意見を出すこ

とが大事だと思うんだけれども、明確に反対表

明をされている方、また、こういうのはおかし

いんじゃないかという方が今後シンポジウムに

参加できるのかどうかを再度お伺いします。

豊予海峡については、新国土形成の関係で、

今いろんな事業が行われている。フェリーの航

路は当然やっていかないかんのよ、これは。た

だ豊予海峡については、さっき言ったとおり中

央構造線の全容が解明されていない以上は、や

っぱり一歩立ち止まって、大分市が今やろうと

していることについての問題提起は、県からし

てあげないといけないと思うんよね。そういう

立場で、大分市との協議はするのかどうか。そ

の三つを最後に聞きます。

遠藤交通政策課長 まず、スマートサポートス

テーションの関係です。

スマートサポートステーションの導入につい

ては、鉄道事業の経営環境が厳しさを増す中で、

路線を維持していくための経営努力の一環であ

ると受け止めていますけれども、委員御指摘の

とおり、住民の声を無視した無人化は許される

ものではないと思っています。

そこで、我々としてはＪＲ九州に対して、住

民の声に耳を傾け、利用者のニーズを十分踏ま

えた対応を行うよう、これまで求めてきたとこ

ろです。また導入後も、しっかりと地元の意見

を聞いて、必要な対策を講じられるよう求めて

きたところです。

引き続き、しっかりとＪＲ九州に対して、そ

のような声を我々からも届けていきたいと思っ

ています。

二つ目、東九州新幹線の関係ですが、我々と

してはシンポジウムを開催するにあたり、賛成

派、反対派というくくりでメンバーを選んでい

るわけではありません。それぞれの立場から自

由に御議論いただいて構わないという形で開い

ています。

委員御指摘のとおり、様々な意見が出ること

で、県民の皆さまの東九州新幹線に対する議論

が深まっていくものだと思っているので、今後

シンポジウムを開催するにあたっては、多くの

意見をいただけるような開催の仕方を考えてい

きたいと思っています。

続いて、豊予海峡ルートについては、現在、

大分市が調査を進めていますけれども、大分市

と大分県の勉強会を昨年、２回ほど開催してい

ます。そのような場を活用しながら、中央構造

線断層帯の問題も含めて解決していかなければ

ならない問題の共有、また、大分市の考えにつ

いて、我々もしっかりと勉強していきたいと思

っています。

平岩委員 予算概要３１ページに、県立美術館

開館５周年記念事業費が組まれています。今休

館していますけれども、具体的にどういう内容

で組まれているのか、差し支えない範囲で教え

てください。

秋月芸術文化スポーツ振興課長 本事業につい
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ては、県立美術館の開館５周年を県民の皆さま

と一緒にお祝いするために、大分県芸術文化ス

ポーツ振興財団と連携して、４月２４日から２

６日にかけて様々な行事を実施するとともに、

各種メディアを通じ美術館の５周年を幅広く発

信したいと考えているものです。

２４日については、記念式典や大分県出身の

アーティストによるミニステージ、トークイベ

ントなどを検討しています。また、記念の展覧

会として、当日から板茂建築展を開催する予定

です。会場には写真や映像だけでなく、実物大

の模型も設置し、実際の建築空間を体験いただ

く展示を計画しています。

２５日と２６日については、「カドウ建築の

宴ｉｎＯＰＡＭ」として、西側広場一帯に屋台

や組立式の小屋など、可動式の建築物を設置し、

アーティストによるワークショップをはじめ、

飲食が楽しめるイベントなどを検討しています。

美術館の南側では、お茶席も設ける計画をして

おり、ぜひこの機会に、県民の皆さまにたくさ

ん御来場いただければと思っています。

なお、新型コロナウイルス感染症の状況もあ

るので、この後の推移をまた見据えながら、対

応については詳細に検討したいと考えています。

平岩委員 要望としてお伝えしたいと思うんで

すけれども、私は個人的に、絵を見ることが大

好きで、美術館によく足を運んでいるんですが、

いろんな企画をされるんですけど、純粋に絵が

楽しめるものを私は選んで行っているんですね。

３階のコレクション展が結構見応えがあるもの

が多くて、いろいろ工夫して企画されているの

で感心するんですけれども、あのコレクション

というのは、県民の財産ですから、もっと多く

の県民の方に見ていただけるようになるといい

なとつくづく思います。

大分県に行ったら、これがあるぞというのが

欲しいとずっと言い続けているけど、予算の関

係でそれはなかなかないんですが、今あるコレ

クションの中でも、すばらしいものがいくつも

あるので、ぜひ大分県の皆さんに、皆さんの財

産ですよという形で知らせてください。

来館者も本当に増えているんですけど、県立

美術館の地下の駐車場は、私が行くときはいつ

も結構空いているんですよね。この美術館の駐

車場が一杯になる状況をいつも願いながら行っ

ているので、ぜひ皆さんにいろんな形で見せて

ください。要望です。

吉村委員 予算概要３３ページ、上段のスポー

ツによる大分魅力創生事業費、アーバンスポー

ツの推進について伺います。

部長からも多少説明いただきましたが、普及

と振興の取組の部分で具体的な取組があれば、

ぜひお願いします。

あと、スポーツ公園の新たな利活用という部

分で、アーバンスポーツに必要な施設というか、

パーク等も必要になると思いますが、イベント

のときにだけ木材等で仮設をするのか、新たな

パーク等も多少は視野にあるのか、お伺いしま

す。

秋月芸術文化スポーツ振興課長 この事業につ

いては、若者に人気でオリンピック競技のアー

バンスポーツ、さきほどお伝えした、３×３

（スリー・エックス・スリー）バスケットボー

ルやスケートボード、ＢＭＸなどに取り組みた

いと考えています。

まず、アーバンスポーツの魅力を知っていた

だくために、６月から９月にかけて、大分トリ

ニータのホームゲームの際に２回程度、スポー

ツ公園でイベントを実施したいと考えています。

イベントの内容としては、トップアスリート

によるエキシビジョンマッチやパフォーマンス

の実施、そして、ルールや技の解説なども行い

たいと考えています。

また、普及につながるイベントとして、１２

月からの２か月間程度、毎週末に初心者向けの

体験会や県内チームによる練習試合等を開催し

たいと考えています。

また、施設の整備についてですが、この事業

ではイベントに必要なバスケットボールのコー

ト、リング、スケートボードのボックスやラン

プなどを、公園の今空いているスペースなどを

有効活用して、仮設で設置したいと考えていま

す。

吉村委員 必要な施設の仮設に関しては、仮設
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したものをこの１年間なら１年間、置いたまま

にしておくんでしょうか。そのときだけなのか。

秋月芸術文化スポーツ振興課長 大分トリニー

タのホームゲームに合わせて開催するイベント

については、その都度イベントを楽しめるよう

な形の設置をしたいと考えています。また、１

２月からの２か月間、毎週末に行う場合には、

その間は設置をして御利用いただける形で考え

ていきたいと思っています。

吉村委員 若者には非常に人気のある部分だと

思います。ぜひお願いします。

１点要望ですが、今、ウォーキング等で使わ

れている方も多くいます。小さいお子さんを連

れて歩かれている方もたくさんいらっしゃいま

す。そういった世代とアーバンスポーツは、ち

ょっと合わないのかなとも感じますので、そう

いった方が歩きにくくなったとか、今使われて

いる方が使いにくくならないような工夫もぜひ

あわせてよろしくお願いします。

藤田委員 ３点お伺いします。

まず予算概要１４ページの大学等連携活性化

事業費ですが、今年度、推進協議会で各大学共

通のガイドブックを作成していますけれども、

次年度以降、どのように活用されるのか。

また、フォーラムを毎年開催しています。今

年も２月に大分大学であったフォーラムに参加

しましたけれども、高校生もまた数多く参加を

されています。もっと多くの参加ができないか

なとも思っていますので、参加要請方法につい

て、これは負担金で、実際には推進協議会の主

催行事なので、把握されている点についてお教

えください。

それと、予算概要２４ページ、外国人受入環

境整備事業費ですが、県内の外国人からワンス

トップサービスで相談を受け付けている外国人

総合相談センターですが、４月以降も新型コロ

ナ関連の新たな相談内容、例えば、家族が帰国

したまま帰ってこられないとか、若しくは帰国

したいとか、コロナに関して健康状態に不安が

あるだとか、あるいは学生バイトも含めて雇止

めになったりとか、そういった雇用問題の相談

なども出てくるかと思うんですけれども、今後

の相談対応をどのようにしていくのかお伺いし

ます。

そして予算概要５８ページ、九州の東の玄関

口としての拠点化推進事業費ですけれども、大

分空港と大分市を結ぶアクセスについて、ホー

バークラフトという話が出ていますけれども、

次年度、それから、今後の事業計画についてど

のようになっているのか、お伺いします。

磯田審議監兼政策企画課長 大学等連携活性化

事業について御説明します。

今年度作成した進学のためのガイドブックで

す。大学のおおいた創生シンポジウムで県から

皆さんにもお配りしたところですが、これはも

ともと県内の大学がばらばらでやっていたもの

を、大学、高等教育機関全部でまとまってやっ

たらどうかという話がありましたので、それを

受けて作成したものです。

これは教育庁や私学協会等に事前周知を図っ

た上で、県内全ての高校に直接送付して、高校

２年生全員に配布しています。学生にどれだけ

しっかり、県内にこういうのがあるんだなと伝

わったか見るために、この中にはアンケートも

入れています。これを見てどうだったかという

意見も聞いて、次年度にいかそうと考えている

ところです。

また、今年度予定をしていながら、なかなか

調整ができなくて難しかったんですけど、これ

を使って、各大学の合同進学説明会をしたいと

考えており、次年度において大学と調整してい

きます。

それから、さきほどのアンケートをやります

ので、いろんな情報が集まってきます。今１万

５千部印刷していますけれども、必要であれば

増刷するとか、ウェブで見られるようにすると

いった工夫も今後やっていきたいと考えていま

す。

続いて、二つ目の御質問の２月８日のシンポ

ジウムへの高校生の参加要請についてです。こ

ちらは、事務局が大分大学の中にある大学等に

よるおおいた創生推進協議会です。こちらがチ

ラシを作って、全ての高校に配布して通知して

います。
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ホームページ等に掲載していますが、今回は

会場の都合もあり、限定した高校にしっかり連

絡をして来ていただいたようです。次年度以降

については、会場も含めて検討したいと思いま

す。

藤井国際政策課長 外国人総合相談センターで

の新型コロナウイルス感染症の相談対応につい

て御回答します。

外国人総合相談センターでは、現在までのと

ころ、新型コロナウイルスに関する相談はあり

ませんが、関係機関と連携して相談できる体制

を取っています。

まず、感染に関する医療・健康相談について

は、外国人も含めて県内の保健所が窓口になっ

ていますが、保健所では、民間の他言語コール

センターを活用して、１８言語での対応が可能

です。

外国人総合相談センターに相談があった際に

は、保健所で外国語で相談対応ができることを

相談者に伝え、保健所と連絡を取って相談者と

保健所が適切に相談できるようにつないでいく

こととしています。

また、医療機関での受診を希望する場合には、

相談者の居住地や症状などをお聞きして、外国

人に対応できる地域の医療機関を紹介すること

としています。

また、出入国手続や雇用問題の相談について

は、国際的な感染の広がりに伴って出入国制限、

検疫などの扱いが変化をしています。外務省や

出入国在留管理庁の最新情報を入手して、セン

ターと共有することとしています。

また、外国人総合相談センターでは日頃から

弁護士や行政書士と連携し、助言や相談をする

体制を取っているので、在留資格など、専門性

の高い案件については専門家とも相談しながら、

対応しています。

遠藤交通政策課長 大分空港への海上アクセス

に関して、次年度及び今後の事業計画に関する

御質問をいただきました。

大分空港への海上アクセスについては、先日、

ホーバークラフトによる導入を前提に、取組を

進めていくことを公表したところです。

運航スキームは、いわゆる上下分離方式を採

用することとしているので、来年度早々に民間

の運航事業者の確保に向けた公募を開始してい

きたいと思っています。

具体的な公募のスケジュール等については、

４月をめどに広くお知らせしたいと思っていま

す。

運航事業者が決まったら、その後は船舶の調

達や発着地整備に向けた手続等を開始し、令和

５年以降に運航が開始できるようスピード感を

持って取り組みたいと思っています。

藤田委員 フォーラムは、各大学の学生が県下

各地でフィールドワークを行いながら、地域課

題の解決に向けた取組をそれぞれ独自性を発揮

しながら行っていて、僕もあれを見るのが大変

楽しみなんですけれども、会場も検討するとの

ことですが、やっぱりできるだけ多くの学生が

参加できるように。県内への若者の定着という

観点からも、とても価値のある取組だと思って

いますので、県教委とも連携して、多くの高校

生、若しくは高校生の保護者にもぜひ、大分の

大学がこんなことをやっているんだと分かるよ

うに周知してください。要望です。

外国人受入環境整備の関係ですけれども、一

番心配しているのが留学生のバイトですね。公

費の留学生はいいんですが、自費で来られてい

る方、かなりの部分をバイトで賄われているの

で、バイトの雇止め、あるいは出勤日数の削減

等々あると、日頃の生活が既に困ってきている

んではないかと危惧しています。奨学金は特定

の方々にしか支給されていませんけれども、何

か新たな奨学金、若しくは学生はなかなか担保

が取りづらいので、ローンは難しいのかもしれ

ませんけれども、そういった融資面についても

ぜひ検討いただきたい。これも要望します。

そして、ホーバークラフトの関係ですけれど

も、ちょっと気がかりな点は、参入を希望され

る事業者がいるのかなと。御案内のとおり、船

員も本当に不足していて、各運航会社も日常の

船の運航自体が厳しいような状況になっていま

すので、そこが一つ心配な点。

もう一つは、発着地はまだ決まっていません
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が、騒音問題です。あの爆音は今思い出しても

懐かしい感じはしますが、結構近隣の方は反対

の意思を表明される方が多いんではないかと思

います。どちらに決まるか分かりませんが、そ

ういう意味で、候補地域への説明と丁寧な取組

をお願いします。これも要望でよろしくお願い

します。

小嶋委員 私からは２点です。

１点は、予算概要１３ページの地域活力づく

り総合補助金に関係してです。基本的には、前

年度と同様の継続事業ですが、今年度、令和２

年度については新規に枠を作って、廃校を活用

した地域拠点の整備により、地域活力活性化を

図る経費として１億５千万円が計上されていま

す。

新たな事業ということですので、具体的な事

業内容と箇所づけなど、特に１億５千万円であ

れば、この総合補助金の性格からすると、３拠

点ぐらいかなと類推されますが、その点、明ら

かにできればお願いしたいと思います。

それから、予算概要４６ページにおおいたブ

ランド戦略強化事業費が計上されています。新

規事業２件について詳細をお願いします。特に

予算を追加して、新たに県民を巻き込んだ魅力

情報発信に要する経費と記載されていますが、

これについてよろしくお願いします。

磯田審議監兼政策企画課長 廃校となった小中

学校等を地域の活動拠点、あるいはいろんなお

試し移住体験施設などとして使っていくことが

日の目を見てきていますので、これを活用する

ために、高率補助により重点的に支援していこ

うという目的です。

市町村や市町村から廃校の譲渡を受けた法人

が対象になります。実は総合補助金であれば、

こういう事業は既にできるんですが、補助率は

通常２分の１です。廃校については３分の２と

いう高率補助にして、補助限度額は今のところ

３千万円を想定しています。１億５千万円です

ので、５か所ぐらいは対応が可能です。

具体的な箇所づけについては、現在いろいろ

市町村等の要望を受けながらしているところで

す。まだ具体的にここだというのは、今回事業

が進み始めてからと思いますので、今の段階で

は確たるここだというところが決まっているわ

けではないですが、いろんなところでまたＰＲ

していきます。

河野広報広聴課長 おおいたブランド戦略強化

事業費について、２点御質問をいただきました。

まず、一つ目の県民を巻き込んだ魅力情報発

信に要する経費です。

地域ブランド調査によると、大分県の魅力度

は２０位台となっていますが、認知度や情報接

触度は低迷していることに対して考えた事業で

す。

インターネット上では、様々な情報が氾濫す

る中、情報収集する際、地元の人が発信する口

コミへの信用度が非常に高いことから、県民自

ら県外の人に自慢ができるような大分の魅力情

報を発信するなど、県民を巻き込んだ県民運動

的な情報発信を行いたいと考えています。

そのような運動を通して、大分県の魅力の再

発見、さらには郷土愛の醸成にもつながるもの

と考えています。

具体的には、地元の住民だからこそ知ってい

る食や観光、自然、歴史文化など、大分県の様

々な魅力をＳＮＳ等を活用して、県民自ら投稿

してもらい、県が新たに制作する専用のウェブ

サイトで発信していきたいと考えています。

もう１点の庁内デジタル広報推進体制の確立

に要する経費です。

広報媒体が多様化する中、特にデジタルシフ

トが急速に進行しています。このような中、着

実に情報を伝えるためにはターゲットを絞り込

んだ情報発信や、効果検証が可能なデジタルマ

ーケティング手法の活用が効果的と考えていま

す。

そのため、庁内の広報担当職員等を対象にし

た具体的なデジタルマーケティング手法の研修

を行い、職員の広報スキルを向上することとあ

わせて、外部の専門家のアドバイスを通じて、

コンテンツや情報発信の全庁の均一化を図りた

いと考えています。

小嶋委員 おおいたブランド戦略強化事業費に

ついては、よく分かりました。
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１点目の地域活力づくり総合補助金について

ですが、金額が大体３千万円、しかも３分の２

補助ということです。これまで地域活力づくり

総合補助金は、必ずしも十分に、完全にこれが

毎年実施されているわけではないと私はお見受

けしていますが、新たな補助金で５か所ぐらい

今回できるのであれば、いいことだと思ってい

ます。かねてから、廃校を活用して何かできな

いのかという地域の要望はたくさんあると思う

ので、趣旨を十分徹底し、状況を把握いただい

て、この補助金が有効に活用できるように、ま

た、使い勝手のよい補助金にしていただくよう

に要望しておきたいと思います。

守永委員 ３点ほどお尋ねしたいんですけれど

も、まず一つが、予算概要の１１ページのふる

さと大分ＵＩＪターン推進事業費についてです。

大分を知ってもらうための情報発信として、こ

こでも県民総参加──さきほども別の事業で県

民ぐるみとかいう形で出ていましたけれども、

県民総参加による大分自慢の発信に要する経費

とありますが、具体的にどのような取組となる

のか、教えてください。

また、大分への興味を深めてもらうためのイ

ベント実施として、関西、福岡での実施が新規

となっていますけれども、東京で実施された際

の状況と、関西、福岡で実施する上での工夫さ

れる点について何かあれば教えてください。

２点目が、予算概要３３ページの聖火リレー

実施事業費についてです。県内１８市町村でリ

レーを実施するという計画ですけれども、オリ

ンピックとあわせて開催をするということで、

その地域地域でオリンピックに向けて、さあ、

始まるんだという意識づけにもなると思います

し、要するに参加しているんだという意義づけ

にもなろうかと思いますが、このリレーに合わ

せて県下各地で様々なことも関連付けて企画に

取り組まれるんじゃないかと思われます。この

関連付けをする際に留意点等あれば教えていた

だきたいと思いますし、また、その際の相談窓

口について、どこが相談窓口になるのか、教え

てください。

３点目が、予算概要５８ページの地域公共交

通活性化事業費です。計画策定のための調査委

託とあるけれども、来年度の調査の重点として

どのようなことを考えているのか、教えてくだ

さい。

磯田審議監兼政策企画課長 ＵＩＪターンの関

係について御説明します。

まず最初に、県民総参加による大分自慢の発

信についてです。

移住のポータルサイト、おおいた暮らしとい

うものがありますが、こちらに新たにページ等

も追加し、移住者目線によるいろんな大分の暮

らしやすさ、あるいは魅力を上から見たような

情報ではなくて、今移住してみえた方の話とか、

あるいは既にあるいろんな大分の魅力といった

ものをしっかり伝わるような形にコンテンツも

作り替えて出していきます。そのままで出すと

いうことも必要ですが、うまくお化粧すること

もこれからは必要になってきますので、そうい

ったことをしっかりやっていくための事業です。

もちろん、発信の仕方についてはホームペー

ジだけではなくて、ＳＮＳ等も使っていきます

ので、さきほど小嶋委員の質問の中にもありま

したが、おおいたブランドで情報を出していく

んだといったところで、広聴広報課でも県庁全

体の情報の磨き上げをしていくという話があり

ましたけれども、そことも十分調整を図りなが

ら、一目で大分っておもしろそうだなと思って

もらえるようなページにしていく内容としてい

ます。

それからもう一つ、非正規雇用を対象とした

セミナーについて御質問いただきました。

今年度、就職氷河期世代を含む東京での非正

規雇用を対象としたモニターツアーを実施しま

した。４回予定していたんですけれども、台風

等がありまして、３回実施しています。全体で

５３名に参加していただきました。この５３名

のその後ですけれども、４０名からこの後も引

き続き大分の関係情報の提供を希望しますとい

う御希望をいただいています。

それから、おおいた暮らし倶楽部という、移

住を考えている方が加入する会員制のホームペ

ージには、既に７名に参加していただいていま
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す。それから、おおいた産業人財センターの方

にも、合わせて３名が登録をして、具体的に仕

事を探すという段階に入っているところです。

そのほか、地域おこし協力隊で大分に来たい

という御希望もいただいています。この率が高

いか低いかという議論はありますが、こういう

ことをやれば、今まで考えていなかったけれど

も、大分に行こうかなという人が増えていると

いうのはつかめてきたなと考えています。

これまでの東京に加えて、何か工夫はないの

かというお話でしたけれども、いきなり来てい

ただくよりも、来る前に事前にセミナーを行っ

て、今後はあらかじめ予備知識を持っていただ

く。ターゲットを絞るとか、ある程度ここを見

たいという気持ちを持って来ていただく。そう

いったことを事前にやっていきたいと考えてい

ます。

また、そういったセミナーをするときには、

移住をどんどん考えている方のためには移住相

談会を隣でやるような形で設定していきますの

で、すぐにこちらに相談をどうぞとお連れでき

るように、流れがいい仕組みを作っていきたい

と考えています。

秋月芸術文化スポーツ振興課長 聖火リレーに

関連付けた企画を実施する場合の留意点につい

てです。

そうした企画を実施していただく場合には、

東京２０２０組織委員会の承認を得る必要があ

ります。具体的には、イベントを行う際の会場

装飾とか、サインであったり、広報などにオリ

ンピック・パラリンピックのブランドの保護に

留意する必要があります。

なお、県としても、聖火リレーやオリパラの

機運醸成を図っていきたいと考えていますので、

そういった御相談がありましたら、私ども芸術

文化スポーツ振興課まで御連絡をいただきまし

たらと思っています。

遠藤交通政策課長 地域公共交通活性化事業費

の計画策定のための調査委託に関する御質問を

いただきました。

令和２年度は、西部及び東部の二つの圏域で

計画策定事業の実施を予定しています。

まず、西部圏域については、今回新たに計画

策定に着手することになるので、まずは路線バ

ス全便の乗降調査、乗客への聞き取り調査、住

民アンケートなどを行い、西部圏域内の公共交

通の現状や課題を把握していきたいと考えてい

ます。

一方、東部圏域については、今年度実施した

調査結果を踏まえ、路線バスやコミュニティバ

スの運行内容の見直しのほか、スクールバスな

どの地域の多用な輸送資源の活用、ダイヤの改

善等を検討していきたいと考えています。

引き続き市町村、交通事業者、地域住民の代

表の方々と連携しながら、持続可能な地域公共

交通ネットワークの構築に向け、必要な取組を

行います。

守永委員 まず、ふるさと大分ＵＩＪターン推

進事業費についてです。大分の魅力を発信する

ということでは、大分に興味のある方は自然と

様々なインターネット等のチャンネルで、大分

って、別府ってどんなところだろうというのを

興味深く調べていくと思うんですけれども、そ

ういう方とは違う方々にアプローチするのは、

こちらから情報発信をしていかないことには行

き着かないし、それも必ず引っかかるかどうか、

情報そのものがどういう方にかかってくるかと

いうのが大きい材料だろうと思うんです。テレ

ビで田舎を取り扱う番組等がありますが、そう

いったのを私たちが見ても、ああ、ここは１回

行ってみたいなとか、おもしろいところだなと

興味を持つ一つの窓口にはなると思うんです。

そういうテレビ等にアプローチをしていくなり、

何らかの大分に関わる番組があったときに、そ

れに対する問合せが来るだろうという想定の下

で、どこが対応していくのかを、まず窓口を決

めていくことも必要じゃないかなと思うので、

そういった工夫をぜひ凝らしてください。

そういった中で、どういう情報を積極的に発

信し、そういうのが効果的かも見ていけると思

いますので、そういった工夫もお願いしたいと

思います。

また聖火リレーについては、せっかくだから

一緒にやりたいと、いろんな県民の方がお思い
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になると思うので、そういう方々の意見なり思

いを受け止めて、できるだけ一緒に盛り上げて

いけるようにアプローチしてください。よろし

くお願いします。

あと、公共交通については、どうしても不自

由な暮らしを強いられるということが今後増え

ていくんじゃないか、全体の人数としては減っ

ていくかもしれませんけれども、そういうエリ

ア自体は増えていくことが想定されますので、

ぜひこういった調査活動で、どういう形で展開

するのがよいかということも含めて、県政に反

映させていただきたいと思いますので、よろし

くお願します。

大友委員 ２点通告を出していたんですけれど

も、一つは吉村委員と同じ内容でしたので取り

下げて、一つの事業について質問します。

予算概要１１ページ、ふるさと大分ＵＩＪタ

ーン推進事業費についてです。

この中で、ふるさとワーキングホリデーの推

進に要する経費とあります。これは総務省がや

っている事業だと思うんですけれども、具体的

に、これから大分が受入れを始めるような形に

持っていくと思うんですが、内容を教えてくだ

さい。

それと、今受入れをやっている他県の実績と

いいますか、いろんな声とか、定住に結び付い

たデータ等があれば教えてください。

それから、その一番下の大分に住み続けても

らうためのつながりづくりについて、部長から

移住者数の説明はありましたが、移住者数、協

力隊の定住率というか、定着率等が分かれば教

えてください。

磯田審議監兼政策企画課長 ふるさとワーキン

グホリデーの関係で御質問いただきました。

こちらのワーキングホリデーは、既に総務省

等で始まっており、バイトで来るわけですが、

その地域の暮らしを体験してもらう、そして、

将来的な関係人口の創出につなげていくという

目的を持って行っているものです。

大分ならではの仕事をしていただくとか、あ

るいは暮らしを体験してもらうというメニュー

をそろえるのがまず第一ですので、そういった

受入先の確保をしていくのが第一。それから、

ただ来て仕事をしていただくだけではなくて、

地域等でいろんな触れ合いをしていただくとい

ったプログラムメニューも作っていきたいと考

えています。

うまく受入れをしてくれる企業や事業体、あ

るいは地域を掘り起こしている最中ですので、

こういったコンテンツをある程度そろえたとこ

ろで、広く専門に行っている事業者やＮＰＯと

協議をしながらＰＲしていき、ワーキングホリ

デーに見えていただく方を募ります。

全国の状況ですけれども、平成２８年度から

これをしていますけれども、大学生を中心に、

この３年間で全国２，６００名ぐらいがこのワ

ーキングホリデーに参加しているようです。総

務省の資料によると、３０代、４０代の参加者

の６％が定住しているというデータがあります。

なかなか各県で何人来ましたよという情報を公

開していませんので、詳細なところが分からな

いんですが、岐阜県等の先進的に取り組んでい

る県もありますので、そういったところを調査

しながら、どうやって関係人口になった後に定

住、定着に誘い込んでいくのかを検討していき

たいと考えています。

移住者数については、さきほど部長からあり

ましたように、平成３０年度の移住者数１，１

２８人、今年度についても、２月末で８４３人

です。

地域おこし協力隊については、今現在、大分

県内で１２１名が活動しています。平成３１年

３月時点で活動を終了した隊員、これまでで１

４３名です。そのうち９５名が、活動終了後、

県内に既に定住をしています。定住率６６．４

％です。スタート当時、人数が少なかったとき

は７０％ぐらいあったんですけれども、今は６

６％を超えていますが、これは全国的に見ても

かなり上位に入っています。

大友委員 ちなみに移住者、平成３０年度１，

１２８名、このカウントの方法なんですけれど

も、中津市で伺ったときは、空き家バンクを通

しての数をカウントしているということだった

んですが、これはどこの自治体も同じようなカ



- 44 -

予算特別委員会会議記録 第３号

ウントをしているんでしょうか。

磯田審議監兼政策企画課長 移住者の把握は、

実は確かに非常に難しいところがあります。小

さな町村の場合は、大体役場の担当が、あの人

そうだと分かるんで、そういう上げ方をしてい

るところが多いんですが、大きい市町は、なか

なか全体把握が難しいところがあるので、中津

市のように、空き家バンク等々の移住に関係す

る事業や何らかの事業を使った形でカウントし

ているところが多いようですけれども、全県市

町村統一ではありません。市町村によっては、

いや、うちはこういうメニューがあるから、こ

れを使って来た人は移住ですとカウントすると

ころもあるので、必ずしも統一しているという

わけではありません。

大友委員 ちなみに中津市は、地域おこし協力

隊の退職者１１名のうち５名が転出していると。

さきほど答弁にもありましたけれども、定着率

が６６．４％、これは意外といい数字なのかな

と思っています。実際、中津市も下郷地域中心

に移住者が多いんですが、住民の声を聞いてみ

ますと、結構数は入ってくるんだけれども、定

着せずに出ていく人も多いんだよと言われてい

ましたので、もちろん、入ってきてもらわない

とというところがあるので、ＵＩＪターンの推

進に力を入れていただきたいと思うんですけれ

ども、定着の方もしっかりとまた今後やってく

ださい。

二ノ宮委員 予算概要１４ページのネットワー

ク・コミュニティ推進事業費です。このことに

ついては十分に議論をされているんですけど、

２点お聞きします。

この事業の中に、ネットワーク・コミュニテ

ィ推進モデル委託事業２千万４千円が計上され

ていますけど、県内には既に４８地区、そして

８４０か所で取り組まれています。そういう中

で、新たにどのような内容について委託をする

のか、お聞きします。

それから、次のネットワーク・コミュニティ

推進枠等で７，５００万円計上されています。

もう何度も言われているんですけど、３か年の

補助期間については大変活発な取組が行われて

いるんですが、それが終わった後、困難な地域

が出ていると聞いています。新たな対策をお考

えでしょうか。それから、買物難民についての

実績、事業内容についてもお聞かせください。

磯田審議監兼政策企画課長 それでは、ネット

ワーク・コミュニティ関係の御質問です。

まず、地域課題を解決するために地域で活動

する団体、これは小学校単位ぐらいでいろんな

協議会があったりしますが、全体の予算は大き

く２千万円と出ていますけれども、上限額２０

０万円で委託します。

ですので、モデル的にやっていただくのは１

０団体程度を想定しています。地域住民の方が

どういうことを希望しているのかをアンケート

したり、あるいは課題解決のためのいろんな取

組を実験的にやってみるとか、先進地をちょっ

と見に行きたいとか、そういった取組にいろい

ろ対応できるように、一定の金額で支援してい

き、モデル的にまずはやってみらんかいと、や

ってみようという集落を説得していくためのも

のです。

令和２年度の委託先、まだ決まっているわけ

ではありませんが、本年度の取組としては、例

えば、買物支援対策として、青空市場とか、豊

崎カフェなどを実施している国東市の豊崎地区

が地域のみんなで考えて話し合って住み慣れた

地域で安心して生活していけるようにしていき

ましょうということを目指して、生活実態調査

事業などを行っています。やっていこう、何と

かしようという活動をちょっと手厚くこちらか

ら支援していくのがこの事業です。

それから、ネットワーク・コミュニティ推進

枠の通常の事業です。これは３か年の補助事業

です。過去にこの事業を活用していろいろな活

動、事業をした７４組織については、市町村に

現況の調査を行っています。その結果では、７

５％の組織が計画どおりに進んでいるとの回答

をいただいています。

計画どおりに進んでいない組織については、

その理由は少子高齢化の進展に伴い、やっぱり

人がいない、あるいは自主財源の確保が難しい

といったような意見をいただいています。
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そこで、平成３０年には大分県地域コミュニ

ティ組織広域協議会を設置し、課題を持つ団体

にいろんな研修会をするとか、優良事例を紹介

したり、視察に行ったりしています。

また、令和２年度から民間の中間支援組織、

一般的に研修するだけではなくて、具体的にそ

の集落を調査して、調査した結果、おたくはこ

ういうことができるよ、この資源をいかせるん

じゃないのということまで含めて指導できる、

支援できるような体制を作るために、民間の支

援組織などを使ってフォローしていくことを検

討しているところです。

買物弱者支援の件についてです。小規模集落

対策を始めた当時から買物の課題が大きいと、

既にたくさんお話をいただいています。多くの

場合は移動販売車等で対応しているんですが、

移動販売車はやはりちょっと値段が高額です。

そのため、小規模集落等支援事業費補助金に特

別な枠を設け、通常は市町村も入りますが、県

補助率を４分の３と非常に高率に設定していま

す。

補助上限も、通常５００万円ですが、この買

物支援の関係については７５０万円に設定して、

地域を支えていこうという構えになっています。

全体的には、この買物支援は平成２４年度か

ら行っていますが、移動販売の関係が８件、販

売の拠点整備が４件、それから宅配事業に対し

て５件の支援をこれまで行ってきました。

二ノ宮委員 今、７５％が計画どおりいってい

るという驚いた数字だと思うんですけど、恐ら

く３か年の計画はほとんどうまくいくんですけ

ど、問題なのは、その３か年の補助が切れた後

の対応だと思います。

さきほど言いましたように、この説明の中に

もあるように問題点として人の問題、それから、

ボランティアだけではなかなか続かないという

中で、いかに財源を確保するかがずっと言われ

ています。

これは提案ですけど、今、安心院町で行われ

ているような行政、市町村の事業を、簡単に言

えば、民活だと思うんですけど、そういうもの

をこの協議会の中に委託する方法で財源を確保

するやり方もあるんじゃなかろうかと。

さきほど買物難民のことについて、正にそう

いうやり方をされていると聞いたんですけど、

もう少し幅を広げて、市町村の行政で行われて

いるまちづくりとか、健康づくりとかを委託す

る方法をぜひ考えてください。これは要望です。

この事業については、本当に地方創生の柱に

なるような大切な事業だと思っています。ぜひ

いろんな知恵を絞って、よろしくお願いしたい

と思っています。

成迫委員 予算概要３３ページ、スポーツによ

る大分魅力創生事業費についてお伺いします。

スポーツ合宿への補助について、競技団体と

はどのカテゴリーかという質問ですが、大学・

社会人チームと明記されていますので、この件

についてはもう大丈夫です。

この競技団体については、レベルがあると思

うんですけれども、それが九州レベルなのか、

国内、国際レベルなのかを詳しく教えてくださ

い。

秋月芸術文化スポーツ振興課長 レベルについ

てですが、やはり強豪チームを大分県に誘致し

たいと考えていて、過去３年以内に全国大会な

どでベスト８以上になったようなチームの支援

をしたいと考えています。

成迫委員 ちなみに、大学・社会人チーム等と

あるんですけれども、これには高校とかも含ま

れるんですか。

秋月芸術文化スポーツ振興課長 高校は含みま

せんが、企業や大学生、プロアマ問わず、誘致

をしたいと考えています。

成迫委員 もう１点、各自治体も合宿の誘致に

関する補助費用を出しているんですが、これは

県と重複しても大丈夫なものになるんでしょう

か。

秋月芸術文化スポーツ振興課長 そこはまた、

市町村と一緒になって協議を進めたいと考えて

います。

猿渡委員 予算概要２９ページ、国際芸術文化

振興事業費、芸術文化創造発信事業費に関して

です。例えば、別府アルゲリッチ音楽祭など、

大変国際的な芸術に触れることができる貴重な
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機会で、このような文化芸術に対するさらなる

充実が必要ではないかと思います。その点、ど

のように考えているか。今、子どもたちの心を

育てるとか、全人格的な教育とかいう面でも、

やはりこの点は重視するべきだと考えるんです

が、どうでしょうか。

秋月芸術文化スポーツ振興課長 別府で行って

いる別府アルゲリッチ音楽祭、本当に大分の宝

になって世界にアピールできる貴重な音楽祭で、

今後もいろいろ支援をしていきたいと考えてい

ますが、芸術文化は、やはり人々の心を豊かに

するということもあります。今後も一層、発表

の機会や、鑑賞の機会、そして、人づくりに取

り組み、ますますの振興を図りたいと考えてい

ます。

森委員 予算概要２４ページ、外国人受入環境

整備事業費について伺います。

昨年６月から運営が開始された外国人総合相

談センターについてですけれども、さきほど藤

田委員から新型コロナ関連の相談の質問もあり

ましたが、昨年から現在までの相談件数とか、

国別の相談の対応状況、それについてまずお聞

かせください。

藤井国際政策課長 外国人総合相談センターの

運営状況についてお答えします。

昨年６月末に開設されて以来、今年の２月末

までに２３７件の相談がありました。月平均で

いきますと、おおむね３０件前後で推移してい

ます。

国別の状況については、日本人が１０９人、

中国４０人、フィリピン３１人、欧米諸国１１

人、スリランカ７人、韓国５人等々となってい

ます。

相談内容については、多い順に、入管や身分

に関することが６７件、雇用、労働に関するこ

とが４３件、教育、子育てが２３件ですが、生

活や仕事に関して、具体的で多岐にわたる相談

を承っています。

お伺いした相談内容については、必要に応じ

て専門家や関係機関につなげて、解決に導くま

での対応に努めています。

私どもの課題認識としては、この外国人総合

相談センターを県全体の相談拠点としたいと思

っています。そのために、今年度全市町村を訪

問し巡回相談等の連携体制について協議を行っ

ているところです。

県内にはいろんな地域に外国人がお住まいに

なっているので、外国人の相談に適切に対応で

きるような相談体制を外国人総合相談センター

を中心に整えていきたいと思っています。

森委員 この外国人受入環境整備事業費に関し

ては、昨年から各県で取組が行われており、例

えば、受け付ける相談の時間帯、曜日、内容に

ついても異なっていると思います。今現在、月

平均３０件というのは多い数字でもないし、少

ない数字じゃないかなと思います。１８言語に

対応して職員が４名ということですので、もっ

と外国人総合相談センターの機能等について周

知すべきではないかと思います。

福井県等では、積極的に今回のコロナウイル

スの情報に関してもセンター側から発信してい

る情報が多いと聞いていますけれども、今後の

運営について県でコメントがありましたらお願

いします。

藤井国際政策課長 相談センターの周知をして

いくことは大変大事だと私どもも考えています。

また、相談しやすいように、現状でも土曜日も

開庁して相談に応じたり、あるいは土曜日の午

後には弁護士、行政書士の専門家が相談に応じ

られるような構えを取ったりの工夫もしていま

すが、他県の相談件数の多いところ等も参考に

して、今後周知についても取り組んでいきたい

と思います。

三浦副委員長 以上で事前通告者の質疑を終了

しました。

ほかに御質疑のある方は挙手をお願いします。

河野委員 いろいろ議論しているのを聞いてい

ながら感じたことなんですが、予算概要５２ペ

ージの統計調査に関する部分についてお伺いし

ます。

長計の見直し等、いろいろタイミングがあり

ます。その中で効果測定という部分、実際の政

策が機能したのかどうかという部分について言

うと、この統計調査というのは非常に重要だと
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思うんですが、余り日の目を見ない。特に、統

計調査課がやられているのは指定統計が多くて、

５２ページにある県単独の統計という部分につ

いて余りクローズアップされないかなと思って

います。例をあげると、農業の産出額等につい

て、農業センサスというのは国のレベルで５年

に１度で、その間の推移というのがつかめない

というのが原課の言い方になるわけです。

統計調査課が行う県の単独統計、これについ

て各事業課から実際の事業効果を測定するため

に、例えば、この年度についてはこういった調

査をしてほしいという要望を受けて具体的な統

計項目を増やす余地があるのか、また、そうい

ったことを実際に各部局間で調整をしているか

についてお伺いします。

神志那統計調査課長 統計調査に係る部局間の

連携等についてですが、統計調査は各所属の政

策課題について、統計データを用いて解決を目

指す共同研究を実施しているほか、統計データ

の収集や分析手法に関する相談に随時対応して

いるところです。

統計主管課としては、やはり人材育成も大切

なので、引き続き人材育成と部局間の連携両面

から取組を実施し、また政策県庁の実現に寄与

していくために、証拠に基づく政策立案──Ｅ

ＢＰＭというのがあるんですが、そういった推

進に取り組んでいきたいと考えています。

それと、具体的な平成元年度の取組状況です

が、政策形成における統計利活用研修を８月２

９日に講師を招いて、県職員と市町村職員合わ

せて４０名が参加して実施したところです。

あわせて、パソコンを用いた統計の分析研修

を１１月２１日、２２日に、これも１８名参加

で実施したところです。

それと部局間連携ですが、共同研究として、

福祉保健部こども未来課と子育てが仕事に及ぼ

す影響について、共同研究を行ったところです。

統計の相談件数ですけれども、１５件、５部

１５課室からありました。

河野委員 そういった共同研究等の結果、成果

が具体的にどのような形で政策に反映されてい

るかが見えにくい部分もあろうかと思っていま

す。基本的に、統計調査は地味でありながら、

非常に重要な事業を行われていると認識してい

ますので、ぜひその辺をもっともっとアピール

していただきたい。例えば、県庁の広報誌等に

時々統計結果を載せていると思うんですけれど

も、これももう少し独立した形の広報媒体等を

使っていただければと思います。要望です。

末宗委員 私昨日、用度管財課やったかね、公

用車でちょっと質問したんだけど、そのときに

リースの話があったから、どうなっているんか

ということを聞いたら、費用がリースだと高く

なるから、今検討していないという結論だった

んだけど、そういう政策を作るとき、恐らく用

度管財課とか会計課は人間を減らすということ

は考えていなくて、取りあえずリース料だった

ら高くなる、そういう結論じゃないかと僕は思

うんだけど。県庁内に今、政策企画課がある。

総務部には行政企画課がある。どっちも企画で

企画ばっかりじゃけん、実行はせんのか知らん

けど、行政と政策は一致する課じゃないとでき

ないという前提があるんだけど、大分県はそれ

を分けてやっている。政策企画課は調整や政策

をするときに行政企画課と綿密に打ち合わせて

やっているんだろうけど、２人の課長がいると

統制が取れないという基本前提があるから、そ

こ辺りはどう考えて今、行政を行っているのか、

お聞きします。

中島企画振興部長 今、行政企画課、政策企画

課といったお話でした。政策企画課は広く政策

全般について議論していく、行政企画課は、県

庁というシステムがうまく動くように、あるい

は行財政改革という視点で考えていく、ざっく

り言うとそういったことだろうと思います。

さきほどちょっとお話のあった会計課、用度

管財課の公用車リースのお話ですけれども、こ

れはまさしく委員おっしゃるとおり、全体最適

化、部分的な課で言えば、部分的にはこれが一

番いいんですよという御回答、もしかしたらそ

ういう回答だったのかもしれないけれども、人

件費まで含めたらどうなんだというところが問

われると思います。

さきほど申し上げたように、県庁の行政シス
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テムをどううまくやっていくかについては行政

企画課はしっかり見ている。ですから、これか

らしっかり議論していただければいいんじゃな

いかなと私からも伝えておきます。それと、行

政企画課と政策企画課、きちんと連携できてい

るのかについては、これは行政企画課だけでは

なく、政策企画委員会というものを毎週開いて

おり、企画振興部の磯田審議監が政策企画委員

長となって、各部主管課、総務企画監なりが参

加して、横断的な議論をしていく、政策県庁を

しっかり実現できるように取り組んでいく取組

をやって、それを踏まえて、知事も入った部長

会議の場で横断的な議論も含め、重点的な課題

について議論をしていく。こういった取組をや

っていますので、組織的には行政企画課、政策

企画課と分かれていますけれども、県庁として

しっかりと大きな課題、横断的な課題に取り組

んでいくようにしているところです。

末宗委員 大体分かりました。意味はよく分か

ったんですけど、余りにも紛らわしいので、行

政企画課と政策企画課、県民は誰も分からない

と思うんよ。そういう紛らわしいことをやらん

で分かりやすくするように、統一していただく

という検討はできないもんだろうかということ、

それは政策企画課が考えるか、行政企画課が考

えるんか分からないけど、とにかくそれは余り

にも紛らわしいので、統一するか、名称を変え

るか、何か知恵を絞ってほしいんだけど、ちょ

っと御回答よろしく。

中島企画振興部長 今のお話については、総務

部の所管になろうかと思いますので、総務部の

方にしっかりとお伝えしておきます。

井上（伸）委員 ちょっと言わなきゃと思った

ので申し上げますけれども、直接予算の関係じ

ゃありませんが、先般、日田彦山線の関係で一

般質問──確か猿渡委員の質問もありました。

鉄道でどうかしてほしいということであっただ

ろうと思っておるわけです。それに対して知事

は、自治体のトップとして、復旧会議等におい

てはバス路線の運送システム、いわゆるＢＲＴ

でやる案を示しているようです。

先般、御存じのように、超党派における協議

会を福岡県議会議員が設置したとのことで、私

の事務所に大分県の県議会は何しよるかと、も

うちょっと頑張らんかという電話がありました。

これは大分県議会議員として何か言わなきゃい

けないのかなという思いですけれども、今まで

にも私たち、早期復旧については常に国にお願

いをして、そういった運動をしていました。

具体的に、そこの会議に出てどうのこうのと

いうのは、現在要請もありませんので、しませ

んでした。２県の自治体の長、知事、市長──

日田市でいえば市長、福岡県では町長とか、そ

ういった方たちで協議会をするわけですけれど

も、超党派ができて、県議会が結束してこれか

らまた鉄道の要望を協議をするということです

ので、このようなものが設立した中において今

後大分県としてはどのような対応をされるのか。

さきほど申し上げたように、知事は、ＪＲの

提示したその高速システムでやると、３月まで

に結論を出すと、おおむねそういうお気持ちじ

ゃなかろうかと。今から超党派といろいろ話し

ていると、３月過ぎますよ、これは恐らく。大

分県と福岡県の話がうまくいってなかったのか

なとか、そういう感じもするわけですよ。その

辺の関係とか、今後どう進んでいくのか、県議

会議員は恐らく要請がないけん出らんでよかろ

うとは思いますとか、県の考え、課長の考えが

あれば教えていただきたいと思います。

遠藤交通政策課長 日田彦山線について御質問

いただきました。

委員も御存じのとおり、今月１日には日田市

で説明会を開催して、非常に多くの方からＢＲ

Ｔを支持する声、あとはＢＲＴに関して要望す

る声をいただきました。それを受け、日田市と

してはＢＲＴを第一候補として検討を進めると

いうことで、そこにいらっしゃる沿線住民の皆

さまの賛同が得られたと承知をしています。

我々としては、やはり沿線の皆さまが納得さ

れる形で復旧を果たしていくことが一番大事だ

と思っています。一方で、福岡県については、

福岡県添田町、東峰村含めて、まだ一定程度議

論が必要な部分等あるとは聞いていますけれど

も、いずれにしても、福岡県側または日田市と
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もしっかりと連携をして、３月中に結論が得ら

れるように、しっかりと復旧会議の場で議論を

させていただきたいと思っています。

井上（伸）委員 さきほど言いましたように、

既に話ができて結論ができて方向性、３月にす

っと行くのかね。私、行くとは思わないんです

けどね。早う解決してほしいという思いもあり

ますが、日田市から反対意見が出なかったとい

うお話がありましたけれども、これは諦めなん

ですね。反対してもだめだという諦めなんです。

やっぱり基本的には鉄道でやってほしいのが大

半だと私は思います。

しかし、反対意見がなかったんじゃね、それ

はもう諦めです。金はないし、行政も大変だな

という温かい心で仕方なく折れたんではなかろ

うかなと思うんですけれども。そういったこと

を考えたときに、やはりＢＲＴでやるとすれば、

地域振興も含めて考えてほしいですね。こうい

ったお話が出た以上は、大分県も一緒になって

観光振興につながるような形の構想を、福岡県

と大分県と一緒になってやってもらう。そのた

めに恐らく予算がいるので、これから頑張って

いただいて、予算を少しでもつけていただいて、

ＪＲと一緒になってやってもらう方向性を要望

して、質問を終わります。

三浦副委員長 ほかに御質疑はありませんか。

〔「なし」と言う者あり〕

三浦副委員長 ほかに御質疑もないようですの

で、これをもって企画振興部関係予算に対する

質疑を終わります。

暫時休憩します。

午前１１時４０分 休憩

─────→…←─────

午後 １時 再開

土居委員長 皆さんこんにちは。休憩前に引き

続き、委員会を開きます。

─────→…←─────

福祉保健部関係

土居委員長 これより福祉保健部関係予算の審

査に入りますが、説明は主要な事業及び新規事

業に限り、簡潔かつ明瞭にお願いします。

それでは、福祉保健部関係予算について執行

部の説明を求めます。

廣瀬福祉保健部長 本日、福祉保健部で御審議

いただく予算議案は、第１号、第３号、第４号

の計３議案です。

まず、第１号議案令和２年度大分県一般会計

予算のうち、当部関係について御説明します。

その前に、委員の皆さまには、私どもが提出

している部の予算概要の印刷が大変見づらく、

御迷惑をおかけします。この場を借りて、まず

はおわび申し上げます。

それでは、福祉保健部予算概要の１ページを

お開きください。まず、当初予算の概要ですが、

県政推進指針に基づき、１子育て満足度日本一

の実現、２健康寿命日本一の実現、３障がい者

が安心して暮らせる社会づくりと障がい者雇用

率日本一の実現、４多様な主体による地域社会

の再構築、５強靱な県土づくりと危機管理体制

の充実の五つの柱により、事業を展開していま

す。

次に、３ページをお開きください。今回の当

初予算案ですが、表頭の左から２番目、予算額

（Ａ）の福祉保健部①の計欄にあるように１，

０３６億４，１９９万４千円です。

これを表の右側、元年度７月現計予算額

（Ｂ）と比較すると、２５億６，６０７万８千

円、率にすると２．５％の増となっています。

この主な理由としては、高齢化の進行に伴う

介護給付費の増や、国の幼児教育無償化の影響

等に伴う社会保障関係費の増などによるもので

す。

次に、主な事業について御説明します。

まず、１０ページをお開きください。事業名

欄２番目の地域共生社会構築推進事業費４，１

３２万４千円です。この事業は、誰もが共に支

え合い、人と人とのつながりを感じ安心して暮

らせる地域共生社会の実現に向けて、市町村や

社会福祉協議会等と連携し、多世代交流や支え

合い活動等を推進するものです。

一つ目の二重マルの一つ目のポツでは、住民

同士の多世代交流や支え合い活動を推進する市

町村社会福祉協議会等に必要な人材配置に係る

経費や活動拠点の整備に係る経費を助成します。
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また、その下の二つ目のポツでは、地域共生

社会の構築に資する人材を研修会の開催等を通

じて養成するとともに、市町村の体制づくりを

支援するアドバイザーを派遣します。

次に、２８ページをお開きください。一番上

の在宅医療提供体制整備事業費２，６４０万７

千円です。この事業は、地域包括ケアシステム

の基盤の一つである在宅医療提供体制を強化す

るため、在宅医療に携わる医療従事者等の研修

を行うとともに、訪問診療に必要な設備整備を

行う施設などに対し、助成するものです。

三つ目の二重マル、在宅医療・人生会議に関

する地域セミナーの開催では、県民を対象に、

人生会議をはじめ、在宅医療の理解促進のため

のセミナーを開催します。

また、四つ目の二重マル、人生の最終段階に

おける医療体制整備事業では、人生の最終段階

における医療・ケアに関する患者の相談に対応

できる人材育成のための研修を実施します。

次に、４６ページをお開きください。上から

２番目のがん対策推進事業費３，０８０万円で

す。この事業は、がんになっても安心して希望

を持って暮らせる社会を構築するため、がん診

療連携拠点病院等の機能強化を図るとともに、

がん患者の社会参加を支援するものです。

二つ目の二重マルでは、事業所におけるがん

検診受診率の向上を図るため、健康経営事業所

におけるがん検診の実態調査と課題を検証しま

す。

また、四つ目の二重マルでは、薬物療法の副

作用等での外見の変化による患者の苦痛を軽減

するアピアランスケアのために、医療用ウィッ

グ、補整下着などの購入費助成を通じ、がん患

者の社会参加を応援するとともに、五つ目の二

重マルでは、若年がん患者が希望を持ってがん

と闘うために、がん治療を開始する前に精子や

卵子等を採取・凍結保存して生殖機能を温存す

る治療に要する経費を助成します。

次に、５７ページをお開きください。事業名

欄一番下の糖尿病性腎症重症化予防推進事業費

２，１６９万５千円です。この事業は、人工透

析の導入回避につなげるため、かかりつけ医と

専門医等との連携による個別支援の強化を行う

ものです。

一つ目の二重マルでは、大分大学医学部附属

病院の腎症重症化予防ステーション（仮称）の

設置等による個別支援の体制整備を支援します。

また、二つ目の二重マルでは、未受診者・治

療中断者を医療機関への受診につなげるために、

個別通知や電話による受診勧奨を徹底します。

次に、６５ページをお願いします。一番下の

自立支援型サービス推進事業費１，２８４万４

千円です。この事業は、運動・認知機能が低下

している要支援者の自立を支援するため、作業

療法士等の専門職による生活機能の改善に向け

た短期集中予防サービスの積極的な利用につな

がる取組を実施するものです。

一つ目の二重マルでは、ＩＣＴを活用した自

立支援型ケアマネジメントシステムを活用する

ことで、介護支援専門員のアセスメントスキル

の平準化及び業務の効率化を図ります。

次に、８０ページをお開きください。一番上

のおおいた出会い応援事業費３，９４５万９千

円です。この事業は、若者の結婚の希望を後押

しするため、出会いサポートセンターを運営し、

市町村、民間団体、企業等と連携した出会いの

場づくり等を総合的に実施するものです。

一つ目の二重マルの二つ目のポツでは、会員

の利便性を向上するために、スマートフォンで

利用可能なお相手検索機能等を新たに追加しま

す。

次に、８２ページをお願いします。一番上の

保育環境向上支援事業費１億１，８２０万９千

円です。この事業は、保育人材の確保と職場定

着を図るため、保育士資格の取得や新卒保育士

の県内就職、マッチングシステムを活用した潜

在保育士の就職を支援するとともに、働き方改

革の推進や、保育補助者の雇上補助により保育

現場の負担軽減を行い、あわせて、一時預かり

などの多様な保育に対応する経費の助成を行う

ものです。

一つ目の二重マル四つ目のポツでは、働き方

改革の一環として、保育施設に対し、ＩＣＴ機

器の導入に加え、システム改修も含めた支援を
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行います。

また、その下、三つ目の二重マルでは、資格

取得と県内就職支援として、保育士試験の対策

講座の受講料助成や、五つ目の二重マルにある

二つ目のポツですけれども、一時的な保育ニー

ズへの対応を強化できるよう定員枠外での受入

れの促進を図りたいと考えています。

次に、８６ページをお開きください。一番上

の不妊治療費助成事業費３億３，０５１万１千

円です。この事業は、不妊治療の経済的負担を

軽減するため、保険適用外の特定不妊治療を行

う夫婦に対し、市町村と連携して、自己負担が

おおむね３割となるよう助成するとともに、不

妊を心配する夫婦に対して早期の不妊検査を促

すため、新たに検査費用の自己負担の軽減につ

ながるよう助成を行うものです。

一つ目の二重マルの一つ目のポツの不妊治療

費助成回数の拡充では、国基準の通算６回から

１出産当たり６回とし、経済的負担の一層の軽

減を図ります。

二つ目のポツの不妊検査費の助成による早期

の不妊検査を促す取組とともに、若い夫婦の子

どもを持ちたいという希望をさらに後押しした

いと考えています。

少し飛びますけれども、１２４ページをお願

いします。上から２番目の精神科救急医療シス

テム整備事業費５，８３３万９千円です。この

事業は、県立病院精神医療センターの開設にあ

わせ、夜間や休日に緊急な医療が必要となった

精神障がい者等への支援体制を整備するもので

す。

一つ目の二重マルでは、民間精神科病院の輪

番制により、夜間や休日の受入態勢を確保しま

す。

また、二つ目の二重マルでは、夜間、休日に

おける本人、家族等からの精神医療相談に対応

し、受入先となる病院の調整を行う精神科救急

情報センターを新たに設置します。

そのほか、三つ目の二重マルでは、精神症状

と身体症状をあわせ持つ身体合併症患者の受入

態勢を確保します。

次に、１２８ページをお開きください。障が

い者就労環境づくり推進事業費７，７９７万円

です。この事業は、障がい者雇用を促進するた

め、アドバイザーによる企業訪問等を行うほか、

障がい者が就労しやすい環境づくりを進めるも

のです。

一つ目の二重マルの最初のポツでは、障がい

者雇用アドバイザーを障害者就業・生活支援セ

ンター等に引き続き配置し、全業種の企業を訪

問して仕事の切り出しの助言等を行うほか、就

労移行支援事業所等からの人材の掘り起こしな

どによる雇用促進を図ります。

さらに、二つ目のポツでは、知的・精神障が

い者の就労において課題となっている職場定着

を支援するため、定着支援専門のアドバイザー

を新たに配置し、雇用促進と職場定着の両面か

ら企業と働く障がい者の支援を強化します。

また、四つ目の二重マルの一つ目のポツでは、

就労移行支援事業所等における一般就労意欲の

向上を図るため、一般就労への移行を積極的に

行っている事業所の成功事例の紹介や、障がい

者を雇用している企業の見学会の開催等を支援

するほか、二つ目のポツにあるとおり、就労移

行支援事業所等と相談支援事業所、また、医療

機関等との連携を強化する研修会等を開催し、

一般就労を促進します。

一般会計の説明は以上です。

続いて、特別会計について御説明します。１

２９ページを御覧ください。第３号議案令和２

年度大分県国民健康保険事業特別会計予算につ

いてです。この特別会計は、平成３０年度から

県が市町村とともに国保の保険者となり、安定

的な国保財政の運営を図るために設置しており、

歳入歳出ともにそれぞれ１，１９４億４，５３

４万１千円を計上しています。

次に、１３０ページをお開きください。まず、

歳入について御説明します。表頭左の項・目欄

の１分担金及負担金の１負担金ですが、市町村

から徴収する国民健康保険事業費納付金が３１

８億４，５８２万２千円です。

また、その下の２国庫支出金３４６億３，３

０３万７千円ですが、この主なものは、１国庫

負担金の節欄にある定率国庫負担の療養給付費



- 52 -

予算特別委員会会議記録 第３号

等負担金２０９億２，１１７万円です。

さらに、３繰入金にあるように、一般会計か

らの繰入金が６８億７，６３６万７千円となっ

ています。

続けて、１３１ページを御覧ください。４繰

越金１億４，８２７万２千円は、社会保険診療

報酬支払基金等への過年度分の精算を行う財源

として使用するものです。

その下、５諸収入４５９億４，１８４万３千

円ですが、その主なものは、６５歳から７４歳

の前期高齢者の保険給付費として、社会保険診

療報酬支払基金から交付される前期高齢者交付

金４５８億３，７８４万１千円です。

次に、歳出について御説明します。

１３３ページを御覧ください。保険給付費等

交付金９９８億２，４０３万９千円は、国庫支

出金や市町村からの納付金等を財源として、療

養の給付等の国保事業に要する経費を市町村に

交付するものです。

次に、１３４ページをお開きください。後期

高齢者支援金等１４２億９，０２８万４千円は、

７５歳以上の後期高齢者医療に係る保険給付費

の支援金について、国保の負担分を社会保険診

療報酬支払基金に納付を行うものです。

次に、１３６ページをお開きください。介護

納付金４９億４８１万１千円は、４０歳から６

４歳の介護保険第２号被保険者に係る介護納付

金について、国保の負担分を社会保険診療報酬

支払基金に納付するものです。

次に、１３９ページをお開きください。保健

事業費１億５千万円は、被保険者の健康寿命延

伸、医療費適正化に向けたデータヘルスを推進

するため、特定健診、医療レセプト、介護デー

タ等を活用して効果的な保健指導などに取り組

む市町村を支援するものです。

次に、１４０ページをお開きください。第４

号議案令和２年度大分県母子父子寡婦福祉資金

特別会計予算です。

この特別会計は、母子家庭、父子家庭等に対

して、生活の安定と自立促進を図るため、修学

資金など計１２種類の資金を無利子、または低

利子で貸し付けるもので、歳入歳出ともにそれ

ぞれ２億７００万７千円を計上しています。

次に、１４１ページをお願いします。まず、

歳入について御説明します。

表頭左の項・目欄の２繰越金１億４，１９３

万３千円と、その下の３諸収入のうち、貸付世

帯からの償還金である１貸付金元利収入５，８

４２万７千円です。

最後に、歳出について御説明します。

１４２ページをお願いします。母子父子寡婦

福祉資金貸付金２億３９万２千円です。これは、

ひとり親家庭等に対し、生活に必要な資金等の

貸付けを行うものです。

説明は以上です。御審議のほどよろしくお願

いします。

土居委員長 以上で説明は終わりました。

これより質疑に入りますが、執行部の皆さん

に申し上げます。

答弁は挙手し、私から指名を受けた後、自席

で起立の上、マイクを使用し、簡潔明瞭に答弁

願います。

事前の通告者が１０名います。時間も限られ

ていますので、円滑な進行に御協力願います。

それでは、順次指名していきます。

堤委員 まず、２９ページの医療政策課、医療

提供体制施設整備事業費についてです。

厚生労働省の公立病院の再編統合について、

臼杵コスモス病院、竹田医師会病院が名指しを

受けました。ひどく憤慨していますけれども、

現状の厚労省の態度はどうなっているのか。

次に、４５ページの健康づくり支援課のハン

セン病対策事業費について、ハンセン病に関す

る１９年６月の熊本地裁の判決、大分県でも無

らい県運動としてやってきましたけれども、地

裁判決を受けて、県としての取組の状況及び救

済策はどうなっているのか。

そして、５７ページの国保医療課の国民健康

保険指導事業費ですね。２０２０年度の保険者

努力支援制度において、決算補塡目的の法定外

一般会計繰入れの解消等を点数で評価する制度

が始まりますけれども、大分県の各市町村の状

況はどうか。

また、マイナンバーカードの健康保険証利用
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について、診察時における確実な本人確認と保

険資格確認を可能とし、２０２１年３月から本

格運用しようとしていますけれども、大分県の

進捗はどうか。

最後に９５ページのこども・家庭支援課の児

童虐待防止対策事業費の中で、様々、今報道さ

れていますけれども、児童福祉司は全国で２．

２％がうつなどの精神疾患を患っていると。そ

れだけ負担が重いんですけれども、専門性を高

め、困難な職務に向き合える体制づくりが必要

だと思いますが、その体制はいかがでしょうか。

一丸医療政策課長 医療提供体制、地域医療構

想の進め方について御質問をいただきました。

昨年９月２６日に厚生労働省が再編統合の議

論が特に必要として、県内３病院を含む全国４

２４病院の病院名を実名公表しました。その後、

進め方について地方側から要求をさせていただ

いて、地域医療確保に関する国と地方の協議の

場が設置されたところです。

１０月４日に開催された第１回目の協議の場

において、厚生労働省から公表の仕方に問題が

あり、反省しないといけない、地域での議論の

材料としてもらうのが大きな意図であり、再編

統合を機械的に判断するものではない、地方と

は今後も引き続き議論させていただきたいとの

発言がありました。

現在、厚生労働省は地方自治体からの意見も

よく聞いて、双方向の意見交換を重ねていくと

しています。今年に入り、１月１７日付けで厚

生労働省から県宛てに実名公表した病院が将来

に向けて地域で担う役割などについて対応を求

める通知が届きました。その内容は、一律に再

編統合を求めるものではなく、地域の実情を踏

まえて議論を尽くすことを促すものとなってお

り、これまでの地方側の要求を受け入れたもの

となっています。

藤内健康づくり支援課長 １９年６月の熊本地

裁の判決を受け、ハンセン病元患者家族に対す

る補償金の支給が１１月２２日より開始されま

した。厚生労働省に専用の相談窓口が設置され

て、一元的に支給申請等の事務が行われていま

す。県に相談があれば、内容を丁寧に伺い、必

要な助言等を行った上で厚生労働省の相談窓口

を御案内しています。

また、元患者家族に対する偏見や差別の解消

に向けて、人権啓発フェスティバル等における

パネル展の開催、啓発パンフレットの配布等を

行うことで、幅広い年齢層の県民を対象にハン

セン病に対する正しい知識の普及啓発に向けた

取組を行っているところです。

さらに、県内の高校生を対象にして、国立療

養所であった菊池恵楓園への訪問研修も継続的

に行っています。これらの研修を通じて、若い

世代にも元患者や家族が受けた長年にわたる苦

痛と苦難の歴史とハンセン病に対する正しい知

識への理解が深まることを期待しています。

今後とも、ハンセン病に対する差別や偏見の

解消に向けて、正しい知識の普及啓発になお一

層取り組んでいきます。

山口国保医療課長 国民健康保険指導事業費に

ついて、２点御質問をいただきました。

まず、保険者努力支援制度についてです。

２０２０年度から市町村の評価指標に決算補

塡目的の法定外繰入れの状況が追加され、めり

張りを強化するため、さらにマイナス点も設定

されることとなりました。

２０２０年度は２０１８年度決算を評価の対

象としており、各市町村の法定外繰入れの状況

に応じた配点は、プラス３５点からマイナス３

０点までとなっています。当県では、大分市を

除く１７市町村は決算補塡目的の法定外繰入れ

を行っていませんので、満点のプラス３５点と

なっており、大分市は法定外繰入れがあるもの

の、削減計画を策定し、計画に基づいて繰入額

を削減していることから、プラス３０点となっ

ています。

次に、マイナンバーカードの健康保険証利用

についてです。

昨年の健康保険法等の一部改正により、来年

の３月から医療機関の窓口で被保険者証を提示

する代わりにマイナンバーカードを提示すれば、

その中のＩＣチップの情報を使って、オンライ

ンで資格情報を確認できるシステムの運用が始

まることになっています。
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現在、県の国保連合会や保険者である市町村

等はシステム改修などの必要な作業を進めてい

るところですが、必要な経費は全額国が補助す

ることになっています。

また、医療機関でもカードリーダーの導入や

システム改修が必要になりますが、国が医療情

報化支援基金を社会保険診療報酬支払基金に設

置して導入を支援しています。来年３月時点で

は、全国で６割程度の医療機関でマイナンバー

カードを使った受診を可能とする計画だと承知

しています。

藤丸こども・家庭支援課長 児童虐待防止につ

いてお答えします。

児童相談所では、児童福祉司としての能力を

高めるために所内研修を実施しており、虐待通

告受理後の調査の仕方であるとか保護者との面

接の仕方など必要な知識、技術の習得を進める

とともに、警察と合同で立入調査の訓練を行う

など実務的な能力の向上を図っています。

日常業務では、児童福祉司への教育、指導な

どの役割を担う職員が児童福祉司が担当する事

案の進行管理を行うとともに、例えば、威圧的

な保護者との面談など対応が困難な事案につい

ては面接で同席するなど、いわゆるＯＪＴを通

じて能力の向上に努めているところです。

このほかに法的な判断が求められる困難事案

も増えており、その対応力を高めるために弁護

士に法的な相談を行うほか、家庭訪問に弁護士

に同行してもらうことなどにより、児童福祉司

の負担軽減につなげているところです。

こうしたことを行いながら、児童福祉司一人

に過度な負担がかからないように注意して、児

童相談所全体で対応するとしています。

また、増加を続けている児童虐待に今後も確

実に対応するために、今年度に引き続いて来年

度も中央及び中津の二つの児相で、合わせて児

童福祉司を１１名、それから、児童心理司を２

名、合計１３名の職員を増員して体制を強化し

ます。

堤委員 国保の関係で、プラス３５からマイナ

ス３０点の評価の中で、大分市は５年間で赤字

を解消するという計画を出しました。その出し

た結果が結局、２０２０年度からはプラス３０

点になると。それはマイナスが消えると、提出

すればプラスになると、そういう認識でいいの

かが一つ。

それと、児童福祉司の関係ですけど、全国的

にうつの状況にある方が見られるのが非常に問

題になっていますが、大分県の中でそういう状

況が見受けられるのかどうか。児童福祉司でう

つの方などがいて、それで、１１人と２人の合

わせて１３人増員したということなのかなと思

うんだけれども、それで今現在の相談件数だと

かを鑑みて、この体制で十分やっていけるのか

どうかをお伺いします。

病院の統廃合の問題について、確かに厚労省

はそういう形で地域の意見を聞くよと言ってい

ます。ただ、最終的には地域医療計画の中でそ

ういう病院の統廃合を進めていくという長いス

パンの中で、方向性や出口が決まっているよう

な感じがするんですね。ですから、大分県とし

てもそういう協議の場を通じていろいろ言って

いるんだけれども、結局、国は皆さんの意見を

聞いて取りやめにするという方向性は間違いな

くあるのかを教えてください。

山口国保医療課長 法定外繰入れの評価の方法

ですが、赤字が出たからといって、すぐにマイ

ナス点が付くわけではありません。計画を作っ

て、その計画に沿ってきちんと削減している限

りはマイナスにはなりません。計画を作ったん

だけれども、計画どおりに削減できないという

ことになった場合に初めてマイナスの点が付き

ます。

藤丸こども・家庭支援課長 まず、うつの職員

がいるかどうかですけれども、平成３０年度に

１名いました。その後、回復して、今は通常勤

務をしています。今年度はいません。

それから、増員して対応する児童虐待対応と

の関係はどうかですけれども、過去、大体一人

当たりの受持ちの相談件数は５０件前後で推移

しており、来年度増員することにより、現状の

計算ではそれよりも負担件数は少なくなると見

込んでいます。

一丸医療政策課長 今後の進め方についてです
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けれども、さきほど御紹介した１月１７日付け

の厚生労働省からの通知の中で、今度、再検証

を求めるといったところに対して、これまで地

域医療構想調整会議の中でプランについて合意

を一旦いただいているんですけれども、その合

意内容の妥当性について明示し、丁寧な説明を

行って、改めて合意を得ることという内容の通

知です。したがって、必ず何かを変えないとい

けないというわけではないと認識しています。

当然事情によって変えるのもいいと思います

けれども、現在のプランがそのまま妥当性があ

ると地域の会議で認められれば、そのままで大

丈夫だと認識しています。

原田委員 福祉保健部の皆さん方に改めて、連

日、新型コロナウイルス対策に取り組まれてい

ることに本当に心から感謝申し上げます。まず、

皆さん方が健康に留意されて、ぜひこれからも

頑張っていただきたいなと思います。

２点質問します。

まず１点目は、１２４ページに掲載している

精神科救急医療システム整備事業費についてで

す。

平成２９年からこれまで精神科救急電話相談

センター運営事業委託料が計上されていました。

今年度の予算は１，３６１万７千円でした。今

回これが計上されていません。

この相談センターは、東京の千代田区にある

ダイヤルサービス株式会社だと思います。当時、

福祉保健生活環境委員会で土居委員長も一緒で

したが、この会社を見学したんですが、本当に

たくさんの専門医、また、産業カウンセラー等、

相談体制が本当に充実していて、とてもこれは

大事な仕事だなと思いました。

今回計上されていないのは、精神科救急情報

センターに替わっていくのかなと思うのですが、

その確認も含めて御質問します。

２点目は、４０ページの結核地域医療体制強

化事業費です。

私自身、正直なところ、結核は昔の病気だと

思っていたんですが、調べてみると、今でも年

間２万人ぐらいの患者がいると知り驚きました。

今回、別府市の西別府病院に設置する結核診

療センターで地域における結核医療体制の支援

をしていくということですが、その内容を説明

してください。この説明文の中に「住み慣れた

地域での結核診療受診を可能とするため」と書

いているんですが、逆に言うと、これまで県下

各地で結核患者の受入態勢はなかなか難しかっ

たのかなと推測するんですが、これまでの状況

も含めて説明をお願いします。

二日市障害福祉課長 予算概要の１２４ページ、

精神科救急医療システム整備事業費について御

質問いただきました。

御指摘の精神科救急電話相談センター運営事

業委託料については、さきほど委員がおっしゃ

ったとおりで、事業概要欄二つ目の二重マル、

精神科救急情報センターの設置・運営１，９０

２万３千円に含まれています。

現在、民間コールセンターに委託している電

話相談センターは、保健所の相談対応の時間外

となる夜間、休日に精神医療相談を受け付け、

医療機関受診までの過ごし方などの助言を行っ

ています。

本年１０月に予定されている県立病院精神医

療センター開設後は、この電話相談に緊急な受

診が必要かどうかの判断と受入先の病院を調整

する機能を付け加えた精神科救急情報センター

として一体的に運営し、ワンストップで対応す

ることとしています。

また、この情報センターで緊急の受診が必要

と判断した場合は、患者の所在地や症状によっ

て民間病院と県立病院が分担して受け入れます。

なお、このような分担の仕組みや精神科救急

情報センターの名称については、医療機関や家

族会、警察、消防といった関係機関の代表から

成る検討会で了承をいただきました。名称の変

更にあたり、精神障がい者や御家族が十分に利

用できるように広報に力を入れていきたいと考

えています。

藤内健康づくり支援課長 結核地域医療体制強

化について御質問いただきました。

現在、県では、結核拠点病院である西別府病

院で全県の排菌のある結核患者の入院受入れを

行っています。このため、患者の住居地によっ
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ては不便をかける状況になっています。各地域

で結核入院診療が受けられるよう、第二種感染

症指定医療機関が県内に８か所ありますし、そ

れから、結核モデル病床、これも県内に６医療

機関あります。今後は可能な限り身近な医療機

関で受入れを行えるように、その支援をする事

業です。

実は、委員もおっしゃったように、結核は一

番多かったときに比べると５０分の１まで発生

が減りました。その結果、特に若い先生を中心

に結核診療の経験が非常に少ない状況になって

います。

そこで、本事業では結核診療の経験が豊富な

医師を結核診療支援センターに配置し、それを

西別府病院において、地域の医療機関における

結核患者の受入れの際に、あるいはさらに受け

入れた後の結核診療の方針を立てる際、そして、

退院時の際に実際にそこに出向いて診療の支援

を行い、スムーズな入退院が図れるよう、そう

いう地域の医療機関に助言を行い、地域の医療

圏における受入態勢をスムーズにさせようとい

う事業です。

原田委員 結核地域医療体制についてはよく分

かりました。

電話相談の方、精神科救急医療システムの方

なんですけど、今までどおり、精神科救急電話

相談センターを残すということでいいんでしょ

うか。そして、さらに救急情報センターを設置

するということなんでしょうか。

また、もう一つお聞きしたいのは、このセン

ターは、県病の精神医療センターに併設する形

で設置するんでしょうか。

二日市障害福祉課長 今までの電話相談とトリ

アージ機能のある救急情報センターを同じとこ

ろに一括して委託して、どちらの機能も持たせ

るということです。

既に補正予算──これは４月１日から運営を

始めるものですので、補正予算の議決をいただ

いた後に入札して、さきほど議員御指摘のダイ

ヤルサービスが落札しています。

守永委員 ４点ほど質問させていただきたいん

ですけれども、まず最初に、予算概要２８ペー

ジの地域医療介護総合確保施設設備整備事業費

についてですけれども、さきほど堤委員からも

質問がありましたけれども、ほぼ同様の質問で

す。この見直しが必要とされた公的病院のリス

トについては国の説明もあったわけですけれど

も、今後、国からの投げかけに関連した形での

議論を深めていくことになるのか、具体的な進

め方についてお尋ねします。地域の実態として

人口減少が進む中で民間病院は非常に運営する

のが厳しい、そして、公立・公的病院しか残れ

ないという実態も想定をすれば、どのように進

めていくのか、慎重な議論が必要になると思う

んですけれども、その辺をどう考えているか伺

います。

２点目は、６３ページの介護のイメージアッ

プ大作戦事業費ですけれども、若年層をターゲ

ットに介護の仕事の魅力について伝えるという

内容ですが、イメージアップはできるんだろう

と思いますけれども、いざ、就職してみれば実

態が違ったので早期に退職をする、そういった

ことが課題として残ってしまっては意味があり

ません。このイメージアップとあわせて働き続

けることのできる環境整備についてどのような

手法を考えているのか、教えていただきたいと

思います。

あと三つ目が６５ページの地域介護予防活動

推進事業費ですけれども、介護保険制度の改定

もされていくわけですけれども、どのような取

組をされるのか、その期待されている効果とあ

わせて説明していただきたいと思います。

それと最後に、１２１ページの発達障がい児

等心のネットワーク推進事業費は発達障がいに

早めに気付くために５歳児での健診で専門医を

派遣することと、その診断ができる専門医の養

成に取り組んできた事業だと思います。来年度

がこの事業に取り組んで３期目の最終年になる

と思うんですが、現時点での状況をどう捉えて

いるのか、お示しいただきたいと思います。

一丸医療政策課長 地域医療介護総合確保施設

設備整備事業費の中の地域医療構想推進支援事

業について御質問いただきました。

堤委員の御質問にもありましたが、昨年９月
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の病院名の公表にかかわらず、県としては、公

立・公的病院と地域の病院が患者のニーズに十

分応えられているのか、あるいは医師が足りて

いるのか、そういった課題を把握しながら、各

地域における医療提供体制について議論を進め

ているところです。

来年度については、二次医療圏ごとの地域医

療構想調整会議に加え、郡市医師会や市町村単

位での検討会ですとか、近接する公立・公的病

院同士の協議の場を設け、地域医療をどのよう

に確保していくのか、丁寧な議論を行っていき

たいと考えています。

また、そうした議論を進めていくにあたり、

県内においては全体の８割強が民間病院で、や

はり民間病院の御協力なくしてはこういった議

論は進められないと思っています。そのため、

この事業では、民間病院も含めた個別病院ごと

に手術件数とか、救急車の受入状況の実績のデ

ータを分析して、それぞれの会議の場に提供し

て活性化を図り、議論を進めていきたいと考え

ています。

さらに、さきほど経営のお話もありましたけ

れども、民間病院等が地域で不足している病床

機能へ転換するとか、もしそうした検討をされ

ている場合、そういった経営分析に要する経費

を助成することで、病床機能の分化、連携とい

うのが促進していければと考えています。

黒田高齢者福祉課長 介護のイメージアップ大

作戦事業費について御質問をいただきました。

本事業は、介護現場に関する一般的な皆さま

の持っているイメージと現場の実態とのギャッ

プを埋めるといった趣旨で行う事業ですけれど

も、委員御指摘のとおり、介護の仕事に就いた

方に長く働いていただくための環境整備は非常

に重要であると考えています。

介護労働実態調査によると、介護職員の離職

者の６割以上の方が勤続年数３年未満の職員と

言われており、特に勤続３年未満の職員の職場

定着に向けた支援が必要であると考えています。

このため、今回の事業では、若手介護職員の

交流促進研修会を開催して、同じ若手職員同士

でこれまでの仕事を振り返りつつ、介護の仕事

の魅力を再発見するとともに、互いに悩みを共

有できる、そういったネットワークを構築して、

若手職員が高いモチベーションを持って介護の

仕事を続けていくことができるようサポートし

ていきたいと思っています。

また、資料の７１ページの介護労働環境改善

事業費でお示ししているとおり、介護職員の主

な離職原因の一つである腰痛などの身体的な負

担の軽減を図るため、ノーリフティングケア、

いわゆる抱え上げない介護の普及促進や介護ロ

ボットの導入助成に取り組むとともに、現場の

業務効率化を支援するＩＣＴ機器の導入経費の

助成を行っていきます。

こうした取組により、現場の将来を担う若手

職員の方に安心して働いていただけるよう労働

環境の改善に私どもも取り組んでいきたいと思

っています。

続いて、地域介護予防活動推進事業費につい

て御質問をいただきました。

県では、介護予防の推進のため、地域ぐるみ

で住民の方が自主的に体操などを行う場、いわ

ゆる住民主体の通いの場を充実させて、人と人

とのつながりを通じて参加者や通いの場が継続

的に拡大していくような地域づくりを推進して

きました。今回の事業は、そのさらなる充実を

図るものです。

一つ目の住民参画型介護予防の支援では、具

体的には自身の身体機能等の状況を見える化す

るチェックシートを作成して、住民主体の通い

の場における普及を図りたいと思っています。

チェックリストで自身の取組による身体機能の

改善効果を数字で把握できることで、住民同士

でリスク管理を行うなど継続した活動につなが

ることを期待しているものです。

また、もう一つの高齢者の活躍推進では、心

身が衰弱しつつある方など通いの場への参加が

必要と思われる方でも、通いの場に参加を望ま

れない方もいらっしゃいます。そうした方に対

して、御自身のスタイルに合った介護予防につ

ながる社会参加活動を知っていただく、そうい

う趣旨で取組を行うものです。

具体的には、体力や記憶力、計算力などを測
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定して、測定結果に基づいて適正な活動の場を

診断するリクルートが開発したからだ測定とい

うソフトを活用して、高齢者の参加が多く見込

まれる公共の場で御案内して、測定いただき、

その結果を基に老人クラブ活動、子育て支援、

介護サービス事業所など具体的な地域の活躍の

場を御紹介していきたいと思っています。こう

したことを通じて、御自身に合った健康づくり、

生きがいづくりにつなげていきたいと思ってい

ます。

二日市障害福祉課長 発達障がい児等心のネッ

トワーク推進事業費について御質問いただきま

した。

この事業は、発達障がい児の早期発見、早期

支援のための体制整備を目的として、大分大学

医学部との連携により平成２４年度から実施し

ており、来年度で９年目となります。

取組内容と現状ですが、事業概要欄の二重マ

ル一つ目、子どもの心の診療支援は、委員御指

摘のとおり、市町村が実施する５歳児健診や発

達相談に大分大学医学部の専門医を派遣するも

ので、本年度は県内１０の市町に計４２回、医

師を派遣済みです。この５歳児健診や発達相談

については、事業開始当初五つの市が実施して

いたものが、現在では１５の市町の実施へと増

加しています。

二重マル二つ目、子どもの心の専門研修は、

地域の医師や保健師、保育士等に対して発達障

がい児への効果的な支援技術について研修を行

うもので、毎年度、保健所単位で計１０回開催

しており、本年度は６２９名の方に御参加いた

だいています。

二重マル三つ目、子どもの心の診療ネットワ

ーク会議は、大分大学医学部と市町村、専門医

療機関等が連携して発達障がいの早期発見、早

期支援体制を検討するもので、毎年度２回開催

しています。本年度は１０月の第１回会議で鹿

児島県こども総合療育センター所長を招いての

講演会を開催し、２月の第２回会議では、来年

度以降に向けての課題整理のため、各市町村の

取組の発表と意見交換を行いました。

これまでの８年間の取組により、県内全域で

発達障がい児の早期発見、早期支援の体制は整

ってきていると感じています。来年度は本事業

の最終年となることから、これまで同様の三つ

の取組を継続しながら、特に年度前半には令和

３年度以降の発達障がい児支援の在り方につい

て自立支援協議会子ども部会でも御意見をいた

だきながら、しっかり検討していきたいと考え

ています。

守永委員 地域医療介護総合確保施設設備――

長いですね。この公立・公的病院の見直しの関

係については、その地域、地域の民間病院も含

めてしっかり検討していくということですので、

ぜひ安心して暮らせるように議論を深めていた

だければと思います。

それと、地域介護予防活動推進事業費の関係

ですけれども、介護保険について、保険料の算

定が来年度１年間かけてされるんだと思います

けれども、その掛金と言うか、保険料の低減に

向けての取組につながっていくのか、もし分か

れば教えてください。

あと発達障がい児の関係については、事業そ

のものが３期、９年間を終え、一番最初に始め

たときの５歳児が１４歳、１５歳と中学校を卒

業する時期に差しかかり、どのような成果が得

られたのか捉えていただきたいと思います。た

だ、制度として親が受け止められるかどうかも

含めてまだまだ課題が多いと思います。より充

実した子育て、また、発達障がいを早くに気付

いて十分に療育させる、そういった体制を目指

して取組を深めていただければと思います。

黒田高齢者福祉課長 御質問いただいた来年度

の介護保険計画の見直しについてですけれども、

御指摘のとおり、来年度は各市町村において計

画を策定する中で、令和３年度以降の３年間の

介護給付費の見込みと、あとは予防等の取組等

を勘案して３年間で必要な保険料を設定すると、

そういった作業を来年度行うことになります。

地域介護予防活動推進事業費は住み慣れた地

域で高齢者の方が自分らしく生活していただく

ために予防の取組を推進するものです。これは

結果として、介護給付費――介護が必要になる

状況に至らないようにするということにおいて
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は、今後の保険料の見直しに係る取組の中に含

まれるのではないかと思っており、制度の持続

可能性、そういったところにも寄与するものと

考えています。

小嶋委員 必ずしも新規事業のみではなく、継

続事業の中で少し気になるところもあります。

１点目は、１０ページの生活困窮者自立支援

事業費の中の新規事業である、アウトリーチ支

援員の配置について詳細をお聞かせください。

それから、３４ページの覚せい剤等乱用防止

推進事業費について、昨今、芸能界等で薬物使

用による社会的制裁を受ける場合が多くなって

いる中で、青少年期、特に中高生期における薬

物乱用に関する教育や指導などをどのように展

開されるお考えか。予算書の中では、大学生に

対しては予算化されていますが、これは重要な

事業であるにもかかわらず、予算が少額である

ことについて気になっています。取組の規模な

どをお聞かせください。

あわせて、ダルクの活用についてもお聞かせ

いただければと思います。

同じ３４ページに、薬務関係受託事業費の新

規事業で認定薬局等の整備促進事業についても

詳細をお聞かせください。

それから、５２ページの障がい者等歯科医療

推進事業費で障がい者高次歯科診療推進事業に

関して、運営は問題なく持続的に行われている

のか。予算は３倍化しているわけですが、その

内容についてお聞かせください。

最後に１０８ページ、障がい者工賃向上支援

事業費のＢ型事業所の経営力の育成・強化に関

して、県下のＢ型事業所に関する動向について、

事業廃止の傾向があるとも聞くので、どのよう

な状況にあるかお聞かせいただきたい。

幸福祉保健企画課長 生活困窮者自立支援事業

費の中のアウトリーチ支援についてお答えしま

す。

生活困窮者の自立を支援するために、県では

対象地域である町村部、３町１村において、各

町村の社会福祉協議会に相談支援窓口を設置し

ています。

御質問のあったアウトリーチ支援については、

ひきこもり状態にある方などなかなか相談窓口

への来所が難しい方、こうした方への支援を強

化するため、来年度から新たに配置するもので

す。

支援員の具体的な取組としては、例えば、家

族などから御相談があったケースについて、自

宅を訪問して、本人に接触するなど初期のつな

がりをまず確保していただきます。その上で、

本人の状態に合わせて、例えば、生活習慣の改

善が必要な方はその改善、また、就労の方に意

欲を持っている方は就労支援、そうした本人の

自立に向けた支援を行っていきたいと考えてい

ます。

北村薬務室長 二つの事業について御質問をい

ただきました。

まず、覚せい剤等乱用防止推進事業費につい

てお答えします。

県では、県警や教育庁と連携して薬物乱用防

止に関する啓発活動を実施しています。具体的

には、若者への啓発活動を重点としたヤング街

頭キャンペーンを県下８地区で実施するととも

に、小中高生を対象とした薬物乱用防止教室を

開催しています。薬物乱用防止教室の実績につ

いては、今年度は県内５９校、６，８０２人と

なっています。

また、事業費については、パンフレットや配

付資料の作成費用などであり、国から啓発冊子

などが提供されることも踏まえ、必要額を計上

しています。

ダルクは、薬物依存症からの回復をサポート

する自助グループで、薬物乱用防止指導員の資

質向上研修の講師として講演などをいただいて

います。

続いて、薬務関係受託事業費の新規事業の認

定薬局等の整備促進事業についてお答えします。

認定薬局等の整備促進事業は、入退院時の医

療機関等の情報連携や在宅医療等の関係者と連

携する地域連携薬局や、がん等の専門的な薬学

管理を行う専門医療機関連携薬局の認定制度が

令和３年８月から始まることから、国の委託を

受けて実施するものです。

具体的には、認定薬局に求められる医療機関
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等との連携体制の構築に向けた取組を支援する

ため、公益社団法人大分県薬剤師会と連携して、

検討会や研修会を通じて認定に向けた課題解決

を図ることとしています。

藤内健康づくり支援課長 障がい者等歯科医療

推進事業費についてお答えします。

平成３０年３月の大分県歯科医師会による大

分県口腔保健センターの開設により、長年の課

題であった診療待ち時間の短縮や、これまで全

身麻酔での抜歯のために県外まで行かなければ

ならなかった障がい者が県内で受診できるよう

になるなど、障がい者の歯科診療の充実が図ら

れています。

御心配いただいた経営面についてですが、障

がい児者の歯科診療は通常の歯科診療に比べ一

人の診察に要する時間が長いことや、診療報酬

上の加算も十分ではないことから収支がなかな

か伴わない状況にあります。そのため、県では、

地域のかかりつけ歯科医が障がい児者の軽微な

診療を行える実地研修を実施することで高次歯

科診療施設が高度な診療に専念することができ、

経営の効率化が図られるよう支援を行っている

ところです。

また、来年度からは新たに障がい児者の高次

歯科新施設の運営に要する経費への助成も行う

こととしています。具体的には、運営費の収支

差の２分の１、１施設当たり５００万円を上限

に支援する予定です。今後とも、障がい者高次

歯科診療所が継続的に行えるよう支援をしてい

きたいと考えています。

渕野障害者社会参加推進室長 まず初めに、Ｂ

型事業所の近年の設立状況をお答えします。

２年前の平成３０年４月時点では、１８１事

業所ありました。現在は２１３事業所で、事業

所数としては３２の増となっています。それか

ら、その間の増減ですけれども、新規の設立事

業所は３６で、廃止の事業所は４であり、全体

的に見れば、むしろ新規参入が大幅に増えてい

る傾向です。

それから、委員の御質問の中に経営力の育成

強化という御質問がありました。工賃向上とい

う観点から経営力の育成強化の取組を御説明し

ます。

平成３０年度の本県のＢ型事業所の平均工賃

月額が先般まとまりましたけれども、１万７，

９７７円で、前年と比較するとプラス５．１ポ

イントで、最近では、大変大きな伸びを示した

ところです。全国順位でも、１４位から１２位

と向上しました。

しかしながら、分析してみると、約１９％の

事業所が１万円未満の工賃となっており、中で

も設立間もない事業所の工賃が低い傾向にあり

ます。

そこで、こうした新設事業所も含めた事業所

のさらなる工賃向上のために、共同受注センタ

ーでの支援等、従来の取組に加えた支援を行っ

ていきたいと考えています。

具体的には、個々のＢ型事業所の商品サービ

ス価値や営業力等の向上のために事業所にコン

サルタントを派遣して、経営指導や技術指導を

行うとともに、商品やサービス価値の向上に向

けたアドバイス等を行うことによる支援を行っ

ていきたいと考えています。

小嶋委員 大体理解しましたが、１点だけ、要

請と言いますか、要望します。覚せい剤等乱用

防止推進事業費ですが、私も所属する異業種交

流会で中学生を対象にこの種の事業を経験した

ことがありますが、非常に保護者から好評で、

しかも、受講する子どもたちもやっぱりびっく

りしているわけです。ですから、幼年期はとも

かく、青少年期における中高生の時期の薬物乱

用については絶対にさせないという観点から、

教育委員会が中心になってやることではあるん

だろうと思うんですが、ぜひ連携を取っていた

だいて、この種の取組についてはさらに充実し

ていただくように、また、さらに予算も少し増

やしていただくようお願いします。

浦野委員 １点、予算概要の８５ページ、また、

予算説明書の１７９ページにある子育てと仕事

両立支援事業費の両立応援給付事業――時短勤

務から育児休業を取得して、フルタイム勤務で

あれば受給できたであろう額との差額を支給す

る事業について質問します。

この事業は今年度スタートしたわけですけれ
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ども、現在に至るまでの問合せや申請の状況に

ついて教えてください。また、現状を踏まえて、

次年度、いかにこの制度の周知を図っていくの

か、方針をお聞かせください。

御手洗こども未来課長 子育てと仕事両立支援

事業費の中の両立応援給付事業についての御質

問をいただきました。

まず、問合せの件数や申請の状況ですけれど

も、従業者向けの両立応援給付金については、

昨年８月頃から周知を始め、現在までに１００

件以上の問合せをいただいています。内容は、

現在育休中の方、今後育児短時間勤務を取得し

たいという方からの問合せも多い状況です。

この給付金の受給対象となるのが、育児短時

間勤務に続けて次の子どもを妊娠、出産、その

後に育児休業を終えて職場復帰した方となって

おり、この事業開始直後に該当する方は、残念

ながらかなり限定されています。そのため、初

年度の申請実績については、現在８件、さらに

年度内に数件申請がある予定です。

２点目の制度周知についてですけれども、こ

れまで経済団体や社会保険労務士会、各種セミ

ナー、企業訪問等で延べ６０回の説明を行いま

した。また、チラシを５万枚作成して、市町村

や保育所、ハローワーク、小児科、産婦人科な

どに配布して、積極的に広報してきました。

さらにテレビやラジオ、子育てのフリーペー

パー、ＳＮＳや労働局のパンフレット等への記

載など、もろもろの広報媒体を活用し、周知を

図ってきました。

来年度も引き続き、様々な媒体を通じて対象

者への周知に努めるとともに、企業や関係団体、

それから労働組合等にも御協力いただきながら、

もう一人子どもを持ちたいと思っていただける

よう幅広く周知に努めていきたいと思っていま

す。

浦野委員 問合せの件数は、これは本当に順調

に多いのかなという気がします。現時点では県

独自の制度ですけれども、私は本来は国の制度

になってもいいような仕組みではないかと思い

ます。先行事例として着実に対象者への給付に

結び付くような形で今後周知をお願いできたら

なと思っています。現時点では受給制度の対象

になるかを自分で判断しなければならないので、

やはり、これから育児休業を取得して育児休業

給付金を受け取る方が、確実に自分が対象にな

るのかどうか、その時点で確認できるようにす

る。また、事業主の側や、社会保険労務士が手

続をする段階でこの人は第２子の申請だと、第

１子と比べて金額はどうなのかなと確認して声

かけができるように、一層の制度の周知を図っ

ていただければと思います。

後藤委員 ２点伺います。

まずは６８ページ、認知症にやさしい地域創

出事業費についてですが、当事者や家族の会か

らも時々声がありますが、認知症予防を認知症

への備えという表現に変えることはなかなか難

しいものなのでしょうか。まだまだ認知症への

理解が進んでいない中で、認知症になることは

だめなことやいけないことだというスティグマ

にならないよう、人権啓発の観点も必要ではな

いかと考えています。

台風や地震を予防することはできませんが、

それらに対しての備えが重要であるのと同様に、

認知症に関しても重要なのは予防ではなくて、

認知症があってもなくても本人や家族、関係者

が地域でよりよく暮らしていくための備えでは

ないかと感じています。備えという発想で共生

社会の実現に向けて大分県が着実に取り組んで

いくことを期待して、あえてこれは質問したい

と思っています。

続いて１１５ページ、こころとからだの相談

支援センター機能強化事業費についてですが、

現在、アルコール、薬物、ニコチン、ギャンブ

ル、ネット、対人関係依存症など社会問題とし

て、依存症については年々深刻になっていると

思います。この事業は研修会や講演会などに係

る経費だと思いますが、こころとからだの相談

支援センターでの相談事業にも関わるものであ

り、例えば、電話相談が８時半から１２時、１

３時から１７時となっていますが、この時間帯

に利用される方がどのぐらいいるのか、それか

ら、利用者の数が増えているのか、そういった

ことをお聞かせください。
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黒田高齢者福祉課長 認知症にやさしい地域創

出事業費について御質問をいただきました。

認知症施策の推進については、委員も御存じ

のとおり、昨年６月に認知症施策推進大綱が政

府で閣議決定されて、認知症の人や家族の視点

を重視しながら、共生と予防を車の両輪として

施策を推進していくとされました。

ここでの予防は、認知症にならないという意

味ではありません。認知症になるのを遅らせる、

また、認知症になっても進行を緩やかにすると

いう意味です。

一方で、委員御指摘のとおり、認知症の予防

法や治療法がいまだ確立されていない現状で予

防を強調すると、認知症になることはいけない

ことというマイナスの印象を与えてしまったり、

あるいは認知症になった方に対する偏見を生む

おそれがあると思っています。このため、事業

の実施にあたり、予防という言葉が独り歩きし

ないように予防の意味を丁寧に説明していくと

ともに、御提案のあった備えといった表現を用

いることも、御本人、家族を含めた関係者の御

意見も伺いながら、よく検討していきたいと思

っています。

二日市障害福祉課長 こころとからだの相談支

援センター機能強化事業費について御質問いた

だきました。

こころとからだの相談支援センターでは、医

師や保健師など職員１１人が依存症をはじめ、

様々な心の健康相談に対応しています。ギャン

ブルやアルコールなどの依存症に関する相談実

績は、来所が延べで平成２８年度が１００件、

２９年度が１０１件、３０年度が１００件とな

っており、電話相談は２８年度が２４４件、２

９年度が２６９件、３０年度が２４２件となっ

ています。相談者からは、ここで先生に話を聞

いてもらって救われた、困っていることを伝え

てもよいのだと分かったなどの声を聞いていま

す。

これらの相談に要する人件費は、予算概要の

１２３ページの給与費１億８，８００万円ほど

などに含まれており、御指摘の機能強化事業費

１５５万３千円には含まれていません。

また、相談対応以外でも、毎年、県民や医療、

保健、福祉関係者を対象として依存症問題を正

しく理解していただくための大分アディクショ

ンフォーラムを開催し、本年度は１６０人の方

が御参加くださいました。そのほか、家族支援

プログラムや、市町村職員、医療、保健、福祉

関係者などの支援者のスキル向上を目指した支

援者研修も行っています。

さらに、来年度は国と共催でアルコール依存

症啓発フォーラムを開催して、広く県民の皆さ

まに依存症について理解を深めていただく予定

です。

また、ギャンブル等依存症対策推進計画も来

年度策定し、既に策定しているアルコール健康

障がい対策推進計画と合わせて依存症対策に一

層取り組んでいく予定です。

後藤委員 黒田課長にいつもいろいろと認知症

のことを教えていただいているんですけど、基

本大綱を見ると、国の基本的な考え方でも、結

局、予防とは認知症にならないという意味では

なく、認知症になるのを遅らせる、認知症にな

っても進行を緩やかにするという意味であると

は書いてあるんですけど、しかし、その後、正

しい知識と理解に基づいた予防を含めた認知症

への備えとしての取組に重点を置くと書いてい

ます。

私は今、認知症で様々な問題に関わることが

多くて、貴課でも人が足りているかどうか分か

りませんけど、私自身は認知症だけに関わる課

があってもいいんじゃないかと思うし、人手も

足りていないのではないかと思っています。備

えに重点を置いて、より共生社会に向けてしっ

かり頑張っていただきたいという思いから質問

しました。

それから、依存症についてですけど、さきほ

ど小嶋委員も言われましたけど、私は依存症と

いう観点からぜひ皆さまと考えたいなと思って

いるのが、やはり依存症は脳機能のコントロー

ル障がいでもあるので、本人の意思や我慢、そ

れから、家族の監視ではどうにもならず、悩ま

れている方が多いと聞いています。回復のため

には継続的な様々な組織の支援が必要なわけで
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すけれども、やはりその役割をダルクや断酒会

など民間組織が担っている部分が大きいと思い

ます。

こころとからだの相談支援センターもそうし

た組織と一緒に様々なことを考えているとは思

うんですけど、やはり最初の窓口ですね、セン

ターに見えられて、そこからは、継続的支援に

ついては回復を励まし合う当事者同士のネット

ワークなどに頼るしかないと思いますので、現

在活動しているそういった民間組織への支援を

県としてもさらにされてはどうかと感じていま

す。

あとは、時々一気飲みなんかで学生が死亡す

る事件も後を絶たないと思いますけれども、こ

れと同じくブロン──風邪薬ですかね、ああい

った合法薬物の依存なども若者の間で深刻にな

っています。こういった高校生対象の予防教育

などもしっかり支援をされたらどうかなと考え

ています。よくＤＶや虐待もアルコール依存の

問題が陰には潜んでいるんだという話も聞きま

す。モラルからこういったことを防ぐというこ

とだけではなくて、若い層にしっかり知識を教

えていくことをされてはどうかと思っています。

先日、みんなで話しているときにも感じたん

ですけど、薬物依存が大きくなって、犯罪にも

つながっていくので、そういったスティグマを

なくすようにしていただければと思っています。

土居委員長 要望でよろしいですか。（「要望

で結構です」と言う者あり）

井上（明）委員 里親制度やファミリーホーム

に関する予算について質問します。

まず、予算概要の９２ページ、児童措置費の

中の扶助費に児童養護施設等、里親も含めた措

置費の一覧表があり、総額３２億３６９万３千

円ですけれども、その児童養護施設の中で定員

６名の地域小規模施設、それと大体同規模で５、

６人の子どもを家庭で預かる里親型のファミリ

ーホームですね。その地域小規模施設と、それ

からもう一つのファミリーホーム、それぞれの

措置費の金額を教えていただきたいと思います。

それから、予算概要９６ページ、里親リクル

ート対策事業費、この中のファミリーホーム設

置促進費、ファミリーホーム開設のための整備

に要する経費の助成８００万５千円は何件くら

いの新規登録者を想定している予算か、お尋ね

します。

特に国は現在、施設養護より家庭養護を推進

しようとしていますけれども、大分県として新

規登録者確保のための取組の内容も重ねてお伺

いします。

それから２点目、予算概要６５ページ、地域

介護予防活動推進事業費ですが、これはさきほ

ど守永委員からも質問があったところで、いわ

ゆるフレイル予防、加齢により心身の機能が衰

えることですけど、チェックシートの作成、活

動の場の紹介――これは国の事業でそういう内

容になっていますが、県としてフレイル予防活

動そのものに対する支援の考えは今後ないのか、

お尋ねします。

藤丸こども・家庭支援課長 ３点御説明します。

まず１点目、措置費は、家庭での養育が難し

い子どもたちが児童養護施設などに入ったとき

に施設に対して支払われるものです。その場合

に、子どもたちの生活費部分に該当する事業費

と、それから、施設の職員の人件費などに該当

する事務費を合わせて支払っています。

お手元の福祉保健部の予算概要書の９２ペー

ジ、表の右側、二つ目の二重マルの来年度の３

２億３６９万３千円のうち、地域小規模児童養

護施設１１か所の措置費は約３億７千万円、そ

れから、ファミリーホームの措置費は約２億２

００万円と見込んでいます。

それから２点目、里親リクルート対策事業費

についてです。

まず、ファミリーホームの設置促進費につい

てですけれども、ファミリーホームは５人、ま

たは６人の要保護児童を養育者の家庭に迎え入

れて養育するもので、養育者は要保護児童の養

育に関し、相当の経験を有することが求められ

ています。ファミリーホームの設置者について

は、養育の経験が豊富で、既に３人から４人の

子どもを受け入れて、さらに加えて子どもの受

入れが可能な里親が対象となっており、来年度

の設置費用の補助については、現時点で２件程
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度を見込んでいます。

それから、３点目、里親リクルート対策事業

費についてです。

里親制度、さきほど委員からもお話がありま

したが、今、家庭養育優先の原則で、施設での

養育から、より家庭の環境に近い場である里親

での養育の推進に取り組んできています。そう

いった里親について広く県民に知っていただく

ために、５月から６月と１０月から１１月にか

けての年２回、県内の市町村別に里親募集説明

会を開催するほか、里親中央フォーラム、県内

５から６か所で実施している里親口コミ座談会

で里親の方に実際の活動内容や体験談を話して

いただき、里親に関心を持っていただいて、制

度の周知が進むよう普及啓発を行って、里親登

録の推進を行っているところです。

里親登録数については、今年度末に２０５組

になる見込みで、これは１０年前の平成２１年

度末の９６組から倍以上と増えています。引き

続き、里親登録者確保にしっかりと取り組んで

いきたいと思っています。

黒田高齢者福祉課長 地域介護予防活動推進事

業費について御質問をいただきました。

加齢とともに心身が衰弱する状態のフレイル

には、運動、栄養、社会参加が関係していると

言われており、住民同士で運動や栄養等の改善

に取り組むことがフレイル予防に効果的である

と言われています。このため、県では、住民が

主体となって介護予防のための活動を行う場、

いわゆる住民主体の通いの場を推進していると

ころです。

特に通いの場へ３年以上参加することがフレ

イル予防に効果が大きいというデータもあるこ

となどから、来年度は通いの場での継続した活

動の支援を強化するため、専門職等に御協力い

ただきながら、フレイルの状況を見える化する

チェックシートを作成して、通いの場への普及

を行います。

御質問のフレイル予防の活動に対する支援で

すけれども、これまでも通いの場における予防

活動への支援として、効果的な活動につながる

よう通いの場にリハビリテーション専門職の方

々を派遣していますけれども、フレイルチェッ

クシートを普及するにあたっても、専門職にチ

ェックするポイント、状態の維持、改善のため

の実践法などのノウハウを伝授していただき、

住民同士でフレイルのリスク管理ができる場を

増やしていきたいと思っています。

井上（明）委員 先に２番目の地域介護予防活

動推進事業費についてですが、やはり住民自ら

そういう思いを持たないといけない、住民主体

は大変いいと思います。この運動の中で、最近、

ノルディックウォークであるとか、トランポリ

ンを使った運動とか、そういうものをＮＰＯ法

人なんかが非常に推進して活動しています。県

によっては、そういうＮＰＯの活動に対する補

助みたいなものがあって、市町村が主体的にや

るのがいいんですけど、やはり県でも補助して

いるところもあるようです。このフレイル予防

は本当に健康寿命につながっていくと思います

ので、いろいろな施策において推進していただ

くようお願いします。

あとファミリーホームですが、開設の際の助

成――国が開設前半年間の事務費を補助するこ

とができる制度があるとも聞いているんですが、

この点について、大分県としての対応はどのよ

うになっているでしょうか。

藤丸こども・家庭支援課長 さきほど申し上げ

た２件の開設にあたる補助について、補助率は

国が２分の１、県が２分の１となっています。

井上（明）委員 開設前の補助、月当たり一人

１６万円掛ける６名掛ける６か月というのがあ

ると聞いているんですが、こうすると大体８０

０万円は１件分なんですけど、さきほど今年２

件が目標ということで、ちょっと少ないかなと

いう感じもするんですけど、またその辺は詰め

ていきたいと思います。

近年、児童虐待の問題がたびたびニュースに

なり、また、そのほかいろんな理由で家庭環境

を失った子どもたちの受入先として、里親とか

ファミリーホームはますます重要な位置付けに

なると思いますので、今後の施策の充実をよろ

しくお願いします。

猿渡委員 ３点について質問をします。
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まず、６３ページ、介護のイメージアップ大

作戦事業費、ＰＲ動画の作成・発信やイベント

の開催などという説明があるんですけれども、

具体的にどのような取組をされるのか、内容に

ついて教えてください。

また、この動画作成等々について、イベント

についても、当事者や関係者の皆さんの意見を

反映したものに、知恵をいかしたものにしたら

いいのではないかと思いますが、その点どうで

しょうか。

二つ目に７１ページ、介護保険給付費県担金

の関係ですけれども、先日、廣瀬部長からも答

弁があったように、従来の介護職員の処遇改善

に加えて、昨年１０月から勤続１０年以上の介

護福祉士に月額８万円相当の処遇改善などを行

っているわけですね。また、さきほど黒田課長

から答弁があったように、介護労働者の離職率

は経験年数の若い人が非常に高いと。勤続１年

未満が全体の４割、３年未満が全体の６割です。

そういう中で、やはり１０年も働き続けられな

い実態を変えるための支援が必要ではないかと

思います。若手介護職員の交流やノーリフティ

ングなどについてさきほど説明がありましたが、

やはり給与の面でも若手の労働者の方々、経験

年数の少ない方々への支援も必要ではないかと

思います。その点で、また利用料や介護保険料

の負担増に跳ね返らないように国庫負担割合の

引上げを求めつつ行わなければならないと思う

んですが、どうでしょうか。

もう一つ、１１１ページに障がい者差別解消

・権利擁護推進事業費の中に新たにヘルプマー

クの作成及び普及を促進するとなっていますが、

具体的な内容、取組について教えてください。

黒田高齢者福祉課長 介護のイメージアップ大

作戦事業費について御質問いただきました。

ＰＲ動画については、県内の介護現場で活躍

する介護職員に御出演いただき、介護の仕事の

魅力を発信するメッセージ性のあるものとした

いと考えています。また、発信にあたり、若年

層に幅広く認知していただくために、ＳＮＳ等

を活用したいと思っています。

また、イベントですけれども、若年層を中心

に人気のある謎解きイベントに参加する中で、

介護の仕事の魅力を感じてもらう内容として、

介護の仕事をよく御存じでない若年層の方たち

が介護の仕事に目を向けるきっかけとしたいと

考えています。

さらに、ＵＩＪターンにもつながるように、

来月、福岡市に開設予定の大分拠点施設ｄｏｔ．

（ドット）において、福岡の学生と県内の若手

介護職員とのトーク会を開催したいと考えてい

ます。

また、職場見学体験ツアーですが、これは介

護の仕事の従事経験があり、若年層に人気の芸

能人と一緒に県内の介護事業所を訪問して、参

加者に現場で働く具体的なイメージを持っても

らう機会としたいと考えています。あわせて、

ＳＮＳ等も活用して、ツアーの様子を広く発信

することで、参加者以外の若年層も含めて幅広

く介護の魅力を伝えていきたいと思っています。

また、御提案いただいたように、こうした取

組の実施にあたり、現場でやりがいを持って働

いている声を正しく伝えていきたいと思ってお

り、具体的な内容の検討段階から県内の介護職

員の方々にアドバイスをいただきたいと考えて

います。

続いて、介護保険給付費負担金に係る御質問

をいただきました。

職場にずっと長く働いていただけるようとい

うことで、さきほども職場定着に関わる取組に

ついては御説明したとおりですが、給与面でも

という御指摘をいただきました。

委員御指摘のとおり、昇給の仕組みと結び付

いた形でのキャリアアップの仕組みを構築する

ことは非常に重要と私どもも考えています。処

遇改善加算制度では、こうした取組を行う事業

所に対して、手厚く加算するような仕組みとな

っています。県では、より多くの事業所に手厚

い加算を取得いただけるよう個別に事業所を訪

問して、必要に応じて制度の御説明や助言を行

っています。また、この制度については、加算

という仕組み上、賃金改善額が介護給付費に含

まれるため、利用者の負担増につながることと

なっています。この点については、国での議論
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において、加算額が賃金改善に充てられるよう

担保するという点と財源の安定性を確保する観

点から加算として対応することが適当であると

されたところです。

国庫負担割合の引上げについては、県でも被

保険者及び地方財政の負担を軽減するという観

点から、これまでも九州各県と連携して国に対

して要望しているところで、今後も引き続き要

望を続けていきたいと思っています。

渕野障害者社会参加推進室長 ヘルプマークの

取組についてお答えします。

具体的には、まず、ヘルプマーク作成後の配

付については、希望される方に身近な市町村の

福祉担当窓口や保健所等を通じてマークを配付

していきたいと考えています。

また、マークを持った方が支援を受けられや

すくするためには、多くの県民にその意味を知

っていただくことが大事です。そのため、ポス

ターとか、チラシとか、ステッカーなども作成

して、昨年、猿渡委員からも御提案をいただい

た公共施設とか公共機関等への掲示等を行うな

ど、市町村とも連携して、様々な機会を通じた

周知にも力を入れていきたいと思います。作成

にあたり、できるだけ早くヘルプマークを作成

して、配付していきたいと考えています。

猿渡委員 ヘルプマークについては、ＣＭもと

言われていたのではないかと思うんですけれど

も、その辺はどうなんでしょうか。

それと、いろんな方が幅広く知っていただき

たいということで、厚意で、ちょっと手作りで

ヘルプマーク的なものを作っていらっしゃる場

合があるようなんですけれども、そういうこと

が可能なのかも教えてください。

渕野障害者社会参加推進室長 周知の方法で、

先般ＣＭという話があったということですけど、

大変申し訳ありません。先日御説明したときは

当室の職員がいなかったことから、ちょっと違

った情報が流れており、大変申し訳ありません

でした。

それから、自前で厚意で作って、それがヘル

プマークとして使えるかですけれども、ヘルプ

マーク自体が今、大分だけじゃなくて、結構全

国的にも同じような規格で使われているところ

もあり、基本的にはその規格で使われるのがよ

ろしいかと思います。ただ、大事なのは障がい

を持つ方が周りの方に分かっていただくという

ことですので、別に法律で決まっているわけで

もありませんので、そういうものを使って独自

に周囲の方に分かっていただくという方法は、

それはそれでありではないかと思っています。

馬場委員 子どもたちも、朝来るとき、ほとん

ど学校には行っていない状況で、今日、多分高

校の入試の発表ですかね。発表も多分高校では

なくて、中学校でとなっているのではないかと

思います。

９７ページの子どもの居場所づくり推進事業

費について、２点お尋ねします。

子どもの貧困対策の推進に関する法律が２０

１４年に成立してからちょうど５年がたとうと

しており、昨年は子どもの貧困対策の推進に関

する法律が改正されて、それから、大綱見直し

の閣議決定もされています。

子どもたちを取り巻く状況については、子ど

もの貧困率は全国的には１３．９％くらいです

けれども、ひとり親家庭は５０．８％ぐらいで

はないかと思います。

そんな中で、学校をプラットフォームにして、

教育や、生活や就労や経済的支援を総合的にや

っていこうという貧困対策だと思うんですが、

９７ページの子どもの居場所づくり推進事業費

の中に、市町村に対する支援で子どもの居場所

づくり推進事業費補助、立ち上げ経費の助成、

補助率２分の１、限度額２０万円とありますが、

来年度、居場所づくりの立ち上げで子ども食堂

を含めてどのくらい予想されているのか。機能

強化に要する経費は、どういう経費が対象とな

るのか。

もう一つは、大分県子どもの貧困対策推進計

画の策定について、どのように今から改定を進

めていかれるのか。その中で大分県子どもの生

活実態調査の結果等も踏まえてとありますが、

この調査は昨年されたと思うんですけれども、

かなり踏み込んだ内容のものになっているので

はないかと思うんです。何か特徴的なことがあ
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りましたら教えていただければと思います。

藤丸こども・家庭支援課長 ２点御質問いただ

きました。

まず、１点目です。子どもの居場所づくり推

進事業費についてですけれども、子ども食堂の

新規開設の際の補助については、平成３０年度

が６か所、それから、今年度は現時点で３か所

に対して補助を実施しています。来年度の見込

みについてですけれども、子ども食堂の開設を

希望する方が相談する窓口を県の社会福祉協議

会に置いています。現時点で来年度の開設の相

談が１０件程度あると聞いていますので、１０

件以上の支援ができるのではないかと思ってい

ます。

それから、機能強化の経費ですけれども、子

ども食堂は子どもたちに食事を提供するところ

ですけれども、さらにその役割を広げて、例え

ば、学習の支援、勉強を見てあげるとか、ある

いはレクリエーションをするとか、そういった

機能を広げるという場合が結構あります。そう

いった場合に学習に必要な図書、学習教材、あ

るいはレクリエーションに使う遊具など、必要

な物品購入に要する経費を支援するものです。

それから、２点目、大分県子どもの貧困対策

推進計画の見直しについてですけれども、この

計画については、来年度、策定委員会を立ち上

げて見直しを行う予定です。見直しにあたり、

さきほど委員からもお話がありましたけれども、

今年度実施している大分県子どもの生活実態調

査の結果を反映させるとともに、国の新たな大

綱で示された、例えば、親の妊娠、出産期から

の切れ目のない支援などの基本的な方針も踏ま

えながら行いたいと思っています。

それから、実態調査は、現在分析中ですけれ

ども、例えば、朝食摂取の回数などの生活状況

とか、学校の授業が分かるかとか、そういった

学習の理解度、それから、子ども自身が将来ど

こまで――高校とか大学とかに進学したいか、

などの項目を聞いています。それと、保護者の

方の収入を聞いており、例えば、収入との関係

を見ると、さきほど申し上げた項目とやはり相

関関係があることが示されているのではないか

と考えています。

馬場委員 実態調査はどういう保護者を対象者

に調査をしたのかと、人数的なものがもしお分

かりでしたらお願いします。

藤丸こども・家庭支援課長 対象者は県内の小

学校５年生の全ての児童とその保護者、それか

ら、中学校２年生の生徒とその保護者全員で、

合わせて約４万人です。

馬場委員 会派で沖縄を訪問したときに、実態

調査を就学前の保護者の方、小学生、中学生、

高校生に年に１回それぞれ、今年は保護者だけ

と実態調査をやっていると伺いました。調査に

よると就学援助費とかを知らないひとり親家庭

の方が多くて、いろんな広報周知をするなど、

何とか貧困を脱していくための取組を行ってい

ると伺いました。実態調査の結果が出たら、ぜ

ひいただけたらと思います。

玉田委員 この時間を待ちわびていました。指

名の最後ですけれども、頑張っていきたいと思

います。

まず、予算概要６２ページの福祉・介護人材

確保対策事業費で、おおいた介護人材確保対策

検討委員会（仮称）が設置されて議論されるよ

うですけれども、他の項目にあるように、いろ

んな介護の人材を求める事業がある中で、多分

これは来年度の介護保険事業計画策定に向けて

のいろんな議論の一つだと思うんですけれども、

そういう中での委員会で検討する内容等につい

て、今、お分かりの部分で結構ですので教えて

いただきたいのが１点。

それから、予算概要６７ページの若年性認知

症相談支援体制整備事業費についてですけれど

も、実態調査を来年度に実施するということで、

家族の会の皆さんも非常に喜んでいました。本

当に改めてお礼を申し上げたいと思います。昨

年の一般質問でも少しやり取りしましたが、相

談支援コーディネーターの待遇改善と、できれ

ば複数配置が望ましいのではないかという質問

をしました。来年度は一人と予算の中に入って

いますけれども、その配置見通しについてお伺

いしたい。

それから、実態調査の内容とスケジュールと
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踏み込んで書いたんですけれども、時間もない

ので、ざっくりしたことで結構ですので教えて

ください。

黒田高齢者福祉課長 ２点御質問いただきまし

た。

まず、福祉・介護人材確保対策事業費につい

てです。御質問のおおいた介護人材確保対策検

討委員会については、高齢化が進行する中、喫

緊の課題である介護人材確保対策について、介

護保険施設関係者や職能団体、また、介護福祉

士養成校など関係者と行政が一体となって検討、

取組を行うために設置するものです。

来年度は第８期おおいた高齢者いきいきプラ

ンを策定する年であることから、まず、地域や

サービス種別ごとの介護人材の確保や定着の状

況について調査を行い、その結果を踏まえて計

画に盛り込む対策の内容を検討したいと考えて

います。

具体的な内容については本当にこれからにな

るんですけれども、これまで県としては、新た

な参入促進と離職防止、そして、現場革新とい

った３本柱で取組を進めてきたところですので、

そういったところを土台に検討していきたいと

思っています。

続いて、若年性認知症相談支援体制整備事業

費についても御質問をいただきました。

若年性認知症支援コーディネーターは、若年

性認知症の方や御家族からの相談内容に応じて、

就労支援や専門医療機関への受診支援、介護、

福祉サービスの利用支援などを行っているとこ

ろです。

来年度のコーディネーターの配置については、

さきほど御指摘いただいたとおり１名を予定し

ていますが、待遇については、九州各県の平均

給与と同程度になるように改善したところです。

今のコーディネーターともよく相談して、来年

度は１名で大丈夫だろうと考え、そのようにし

ました。御指摘のとおり、コーディネーターの

相談件数は年々増えているので、コーディネー

ターから地域の支援者に引き継ぐような事例を

増やしていきたい、そのための取組を進めてい

きたいと思っています。

また、実態調査の内容とスケジュールについ

ても御質問をいただきました。

実態調査については、若年性認知症の方や御

家族の意向に寄り添った支援の充実につなげる

ために、県内の若年性認知症の方の数や御本人、

御家族の気持ち、また求める支援、生活や介護

の状況等の実態を把握するとともに、これまで

県が実施してきた若年性認知症施策についての

評価も盛り込む予定です。実施にあたっては、

御本人や御家族、また、関係者の御意見も反映

していきたいと思っています。

具体的なスケジュールは、５月から８月にか

けて調査を実施したいと思っており、その後、

医療、介護、福祉、雇用関係者、また御本人、

御家族で構成する会議において結果を分析して、

来年度策定するプランに反映させていきたいと

考えています。

玉田委員 まず、さきほどのおおいた介護人材

確保対策検討委員会についてですけれども、い

ろんな事業の中でも様々検討されると思うんで

すけれども、私はちょっと心配なのが、今年の

──これは毎年多分そうなんでしょうけれども、

県立高校１次入試の最終志願状況、これを見る

と、福祉は全部定員割れなんですね。そして、

一桁という志願状況のところもあります。

今、介護人材確保について、離職の問題とか、

いろんな技術革新をやって、そこは非常に詰め

て頑張っていることは重々分かっていますし、

そこはもっとやってほしいんですけれども、た

だ、地域の現場から新たに介護の社会に飛び込

もうという社会じゃないんじゃないかと。この

入試の志願状況、経過を追っていただければそ

う見えるんじゃないかなということとか、それ

から、昨今言われている養成校をこの検討会の

中に入れるという話ですけれども、養成校自体

への入学者も減っているという全国的な状況も

あるので、養成のところは今すごく力を入れて

いるけれども、そもそも入口のところをこの検

討委員会の中でもしっかりと議論していただけ

ればと思っています。ぜひそれはよろしくお願

いします。

それから、若年性認知症の相談コーディネー
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ターの件ですけれども、一人ということで、そ

れは来年度の事業はそうなんでしょうけれども、

ただ、前任者の話を聞くとやっぱり大分県は非

常に広い中で、一人でカバーしていると。待遇

的には改善したということですけれども、また、

その辺は御本人とよく話をしながら事業を進め

ていただきたいと思いますし、それから、前回

の一般質問の答弁でも地域資源としっかりネッ

トワークを組んで、このコーディネーターをそ

のハブにするんだという答弁でしたけれども、

ぜひそこのところもしっかりと進めていただき

たいと思います。要望ですので、よろしくお願

いします。

土居委員長 以上で事前通告者の質疑を終了し

ました。

残り時間が少なくなってきましたので、ほか

に御質疑のある方は手を挙げてください。

戸高委員 ちょっと新規事業ではないんですが、

１点確認したいと思います。

１５ページの生活保護費ですが、新型コロナ

の感染の影響で保護費が急増するといった事態

は大丈夫なのか。この時点で補正がないという

ことであれば、今年度は大丈夫であると思いま

すけれども、大半が医療扶助です。受診をした

のが今月であれば、翌月が審査と。その翌月が

基金からの支出ということで、２か月ぐらいス

パンがあると思います。そうした場合の来年度

の予算の対応で大丈夫なのか。

それともう一つ、生活保護費の補正ですけれ

ども、直近の増額補正、また、減額補正の状況

についてお伺いします。

それと、ＰＣＲ検査が保険適用になったので、

医療扶助においても給付の対象となるというこ

とだと思います。そうした場合の途中の医療要

否意見書の扱いはどうなるのか。

もう一つ、新型コロナウイルスに関して、生

活保護法４９条の指定医療機関以外で受診した

場合、その対応についてお伺いします。

髙塚保護・監査指導室長 新型コロナウイルス

の関係で、生活保護費の予算的なものが大丈夫

かというお話でした。

今年度については、既に３月ですので、３月

分の生活保護費については、一般的に月の初め

に支給していますし、今年度分の見込みを立て

た補正予算については、３月頭に補正予算を議

決いただいたところで、その見込みの中で十分

予算措置は大丈夫だと考えています。

これまでの当初予算と補正予算の状況ですけ

れども、若干幅はあるんですけれども、平成２

９年度、平成３０年度、それから今年度につい

ては、それぞれ当初予算に比べて、２９年度は

０．６％増え、３０年度は３．５％減り、元年

度は５．９％増えています。こういった予算は、

もともと直近３か年の実績だとか、一人当たり

の給付費、保護費等を勘案した上で積算してい

ます。必要に応じて補正は組みます。

もともと生活保護費は、生活保護法の７１条

で県なり各市が支弁すると。その４分の３を国

が負担すると。いわゆる義務的な経費ですので、

必ず補正で対応することになっています。

それから、ＰＣＲ検査についてなんですけれ

ども、こういったものが医療扶助の対象となる

か、あるいはさきほどおっしゃった指定医療機

関以外のところの医療機関等の受診についても、

国から通知が来て、弾力的な運用ができるとな

っています。

戸高委員 １点漏れがありますけど、以上で終

わります。

土居委員長 よろしいですか。（「はい」と言

う者あり）

ほかに質疑もないようですので、これをもっ

て福祉保健部関係予算に対する質疑を終わりま

す。

─────→…←─────

土居委員長 以上で本日の審査日程は終わりま

した。

次会は、１６日午前１０時から当議場で開き

ます。

これをもって本日の委員会を終わります。お

疲れさまでした。
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